
 

 

１ 第214回国会概観  

１ 会期及び活動等の概要 

（召集・会期） 

第214回国会（臨時会）は、令和６年（2024年）10月１日に召集され、会期は、衆参

両院の本会議において、10月９日までの９日間とする旨議決された。なお、参議院では

会期について初めて記名投票を行った。 

10月４日、参議院議場において開会式が行われた。 

（院の構成） 

参議院では、召集日当日の本会議で議席の指定が行われた後、３常任委員長（総務、

法務、議院運営）の辞任及び選挙、７特別委員会（災害対策、ＯＤＡ沖縄北方、政治改

革、拉致問題、地方デジタル、消費者問題、震災復興）の設置等が行われた。 

衆議院では、召集日当日の本会議で、常任委員長の辞任及び選挙、10月４日の本会議

で、常任委員長の選挙、８特別委員会（災害対策、政治改革、沖縄北方、拉致問題、消

費者問題、震災復興、原子力、地域・こども・デジタル）の設置等が行われた。 

（岸田内閣の総辞職、内閣総理大臣の指名） 

第213回国会（常会）閉会後の８月14日、岸田内閣総理大臣は、自由民主党総裁選挙

には出馬しない旨表明した。 

召集日当日、岸田内閣が総辞職し、同日の衆参両院の本会議において内閣総理大臣

の指名が行われ、いずれにおいても、投票の結果、石破茂衆議院議員（自由民主党総

裁）が第102代65人目の内閣総理大臣に指名された。 

内閣総理大臣の指名を受け、同日、自由民主党及び公明党の連立による石破内閣が

発足した。 

（所信表明演説・質疑） 

10月４日、衆参両院の本会議で、石破内閣総理大臣の就任後初の所信表明演説が行

われ、これに対する質疑（代表質問）が、衆議院で10月７日、参議院で10月８日にそれ

ぞれ行われた。 

（衆議院の解散） 

10月１日、石破総理は、10月９日に衆議院を解散し、衆議院議員総選挙を10月15日公

示、10月27日投開票の日程で行う方針を表明した。 

10月９日、参議院本会議で閉会手続が行われ、散会した後、衆議院において石破内閣

不信任決議案が提出されたが、その後開かれた衆議院本会議で、伝達された解散詔書

を議長が朗読し、衆議院が解散された。 

今回の衆議院解散・総選挙については、内閣が発足してから８日後の解散であり、内

閣総理大臣就任から投開票日まで26日間であった。 



 

 

２ 法律案・条約・決議 

（審議の概況） 

内閣提出法律案は、継続１件であったが、審査未了となった。 

参議院議員提出法律案は、今国会提出１件であったが、成立した法律案はなかった。 

衆議院議員提出法律案は、今国会提出７件、継続108件のうち、１件が成立した（成

立率0.9％）。 

決議案は、今国会提出１件が可決された。なお、今国会提出の条約はなかった。 

（１）旧優生保護法補償金支給法案 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給に関し必要

な事項等を定めるため、10月７日、衆議院地域活性化・こども政策・デジタル社会形成

に関する特別委員会において、「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対

する補償金等の支給等に関する法律案」（衆第４号）を委員会提出法律案とすることと

決定した。 

10月７日の本会議において、同法律案は可決され、参議院に提出された。 

参議院では、同法律案が付託された内閣委員会で、10月８日に趣旨説明を聴取した

後、討論を行い、採決の結果、同法律案を可決すべきものと決定した。 

10月８日の本会議において、同法律案は可決され、成立した。 

（２）決議案 

参議院では、10月８日の本会議において、「旧優生保護法に基づく優生手術等の被害

者に対する謝罪とその被害の回復に関する決議案」が可決された。 

３ その他 

（１）情報監視審査会 

第213回国会（常会）閉会後の７月30日、審査会は、防衛省における特定秘密の保全

体制等の改善に関する勧告を行った。 

（２）党首討論 

10月９日、国家基本政策委員会合同審査会（党首討論）が参議院において開会され、

野田佳彦君（立憲）、馬場伸幸君（維教）、田村智子君（共産）及び玉木雄一郎君（国

民）と石破内閣総理大臣との間で討議が行われた。 

（３）天皇の退位等に関する皇室典範特例法案に対する附帯決議に基づく政府におけ

る検討結果の報告を受けた立法府の対応 

第213回国会閉会後において、両議院正副議長は、各政党・各会派からの個別の意見

聴取を行い、９月26日、両議院正副議長から岸田内閣総理大臣に対し、「天皇の退位等

に関する皇室典範特例法案に対する附帯決議に基づく政府における検討結果の報告を

受けた立法府の対応についての中間報告」並びに全体会議及び各政党・各会派からの

個別の意見聴取の議事録を手交した。 



 

２ 参議院役員等一覧  

役員名 召集日( 6.10. 1) 会 期中選任 

  議 長  尾   秀久（ 無 ）  

  副 議 長  長浜  博行（ 無 ）  

 

常 

 

 

 

任 

 

 

 

委 

 

 

 

員 

 

 

 

長 

 

 内 閣  阿達  雅志（自民）  

 総 務  宮崎   勝（公明）※  

 法 務  若松  謙維（公明）※  

 外 交 防 衛  小野田 紀美（自民）  

 財 政 金 融  足立  敏之（自民）  

 文 教 科 学  高橋  克法（自民）  

 厚 生 労 働  比嘉 奈津美（自民）  

 農 林 水 産  滝波  宏文（自民）  

 経 済 産 業  森本  真治（立憲）  

 国 土 交 通 青木   愛（立憲）  

 環 境 三原じゅん子（自民）  武見  敬三（自民）  6.10. 4 

 基 本 政 策 浅田   均（維教）  

 予 算  櫻井   充（自民）  

 決 算  佐藤  信秋（自民）  

 行 政 監 視  川田  龍平（立憲）  

 議 院 運 営  牧野 たかお（自民）※  

 懲 罰  松沢  成文（維教）  

 

特 
 

別 
 

委 
 

員 
 

長 

 災 害 対 策  塩田  博昭（公明）※  

 ODA沖縄北方  藤川  政人（自民）※  

 政 治 改 革  豊田  俊郎（自民）※  

 拉 致 問 題  松下  新平（自民）※  

 地方デジタル  古川  俊治（自民）※  

 消費者問題  石井   章（維教）※  

 震 災 復 興  野田  国義（立憲）※  
 
調
査
会
長 

 外交・安保  猪口  邦子（自民）  

 国 民 生 活  福山  哲郎（立憲）  

 資源・持続可能  宮沢  洋一（自民）  

 憲法審査会会長  中曽根 弘文（自民）  

 情報監視審査会会長  有村  治子（自民）  

 政治倫理審査会会長  野村  哲郎（自民）  

 事務総長  小林  史武  

  ※召集日選任 



 

３ 会派別所属議員数一覧  

(会期終了日 現在)  

会  派 議員数 
① 7.7.28 任期満了 ② 10.7.25 任期満了 

比 例 選挙区 合 計 比 例 選挙区 合 計 

自 由 民 主 党 
 

114 
(23) 

 19 
(5) 

 33 
(6) 

 52 
(11) 

 18 
(5) 

 44 
(7) 

 62 
(12) 

立憲民主・社民・無所属 
 

 41 
(19) 

  9 
(3) 

 15 
(7) 

 24 
(10) 

  8 
(5) 

  9 
(4) 

 17 
(9) 

公 明 党 
 

 27 
(4) 

  7 
(1)   

  7 
(1) 

 14 
(2) 

  6 
 

  7 
(2) 

 13 
(2) 

日 本 維 新 の 会 ・ 
教育無償化を実現する会 

 

 21 
(5) 

  4 
 

  5 
(2) 

    9 
(2) 

  8 
(2) 

  4 
(1) 

 12 
(3) 

国民民主党・新緑風会 
 

 11 
(3) 

  3 
(1) 

  3 
 

  6 
(1) 

  3 
 

  2 
(2) 

  5 
(2) 

日 本 共 産 党 
 

 11 
(5) 

  4 
(1) 

  3 
   (2) 

  7 
(3) 

  3 
(2) 

  1 
 

  4 
(2) 

れ い わ 新 選 組 
 

  5 
   (1) 

  2 
   (1) 

   0 
 

  2 
   (1) 

  2 
 

  1 
 

  3 
 

沖 縄 の 風 
 

  2 
 

  0 
 

  1 
   

  1 
   

  0 
 

  1 
 

  1 
 

ＮＨＫから国民を守る党 
 

  2 
 

  1 
 

  0 
 

  1 
 

  1 
 

  0 
 

  1 
 

各 派 に 属 し な い 議 員 
 

  11 
(4) 

  1 
    

  6 
(2) 

    7 
(2) 

  1 
 

  3 
(2) 

  4 
(2) 

合  計 
 

245 
(64) 

 50 
(12) 

 73 
(20) 

123 
(32) 

 50 
(14) 

 72 
(18) 

122 
(32) 

欠  員 
 

  3 
 

  0 
 

  1 
 

  1 
 

  0 
 

  2 
 

  2 
 

定  数 
 

248 
 

 50 
 

 74 
 

124 
 

 50 
 

 74 
 

124 
 

 （ ）内は女性議員数 



 

４ 会派別所属議員一覧  

（召集日 現在） 

   無印の議員は令和７年７月28日任期満了、 印の議員は令和10年７月25日任期満了 

   また、( )内は、各議員の選出選挙区別 

 

【 自 由 民 主 党 】 

（１１４名） 

足立  敏之（比 例） 阿達  雅志（比 例） 青木  一彦（鳥取・島根） 

青山  繁晴（比 例） 赤池  誠章（比 例） 赤松   健（比 例） 

浅尾 慶一郎（神奈川） 朝日 健太郎（東 京） 有村  治子（比 例） 

井上  義行（比 例） 生稲  晃子（東 京）  石井  準一（千 葉） 

石井  浩郎（秋 田）  石井  正弘（岡 山） 石田  昌宏（比 例） 

磯   仁彦（香 川） 猪口  邦子（千 葉） 今井 絵理子（比 例） 

 岩本  剛人（北海道） 上野  通子（栃 木） 臼井  正一（千 葉） 

江島   潔（山 口）  衛藤  晟一（比 例） 小野田 紀美（岡 山） 

越智  俊之（比 例） 大家  敏志（福 岡） 太田  房江（大 阪） 

岡田  直樹（石 川）  加田  裕之（兵 庫） 加藤  明良（茨 城） 

梶原  大介（比 例） 片山 さつき（比 例） 神谷  政幸（比 例） 

北村  経夫（山 口） こやり 隆史（滋 賀） 小林  一大（新 潟） 

 古賀 友一郎（長 崎） 古庄  玄知（大 分）  上月  良祐（茨 城） 

佐藤   啓（奈 良）  佐藤  信秋（比 例）  佐藤  正久（比 例） 

 酒井  庸行（愛 知） 櫻井   充（宮 城）  山東  昭子（比 例） 

 清水  真人（群 馬） 自見 はなこ（比 例）  白坂  亜紀（大 分） 

進藤 金日子（比 例） 末松  信介（兵 庫） 関口  昌一（埼 玉） 

 田中  昌史（比 例） 高橋  克法（栃 木） 高橋 はるみ（北海道） 

滝沢   求（青 森） 滝波  宏文（福 井） 武見  敬三（東 京） 

柘植  芳文（比 例） 鶴保  庸介（和歌山）  堂故   茂（富 山） 

友納  理緒（比 例）  豊田  俊郎（千 葉） 中曽根 弘文（群 馬） 

 中田   宏（比 例） 中西  祐介（徳島･高知） 永井   学（山 梨） 

 長峯   誠（宮 崎）  西田  昌司（京 都） 野上 浩太郎（富 山） 

野村  哲郎（鹿児島）  羽生田  俊（比 例） 長谷川  岳（北海道） 

長谷川 英晴（比 例）  馬場  成志（熊 本）  橋本  聖子（比 例） 

比嘉 奈津美（比 例） 福岡  資麿（佐 賀） 藤井  一博（比 例） 

藤川  政人（愛 知） 藤木  眞也（比 例） 船橋  利実（北海道） 

 古川  俊治（埼 玉） 星   北斗（福 島） 堀井   巌（奈 良） 

 本田  顕子（比 例） 舞立  昇治（鳥取・島根） 牧野 たかお（静 岡） 

松川  るい（大 阪） 松下  新平（宮 崎） 松村  祥史（熊 本） 

 松山  政司（福 岡）  丸川  珠代（東 京） 三浦   靖（比 例） 

三原じゅん子（神奈川） 三宅  伸吾（香 川）  宮崎  雅夫（比 例） 

宮沢  洋一（広 島）  宮本  周司（石 川）  森  まさこ（福 島） 

森屋   宏（山 梨） 山崎  正昭（福 井）  山下  雄平（佐 賀） 

 山田  太郎（比 例） 山田  俊男（比 例） 山田   宏（比 例） 



 

山谷 えり子（比 例） 山本  啓介（長 崎） 山本 佐知子（三 重） 

山本  順三（愛 媛） 井   章（京 都）  吉川 ゆうみ（三 重） 

 和田  政宗（比 例） 若林  洋平（静 岡） 渡辺  猛之（岐 阜） 

   

【 立憲民主・社民・無所属 】  

（４１名） 

青木   愛（比 例） 石垣 のりこ（宮 城） 石川  大我（比 例） 

石橋  通宏（比 例）  打越 さく良（新 潟） 小沢  雅仁（比 例） 

 小沼   巧（茨 城）  大椿 ゆうこ（比 例）  奥村  政佳（比 例） 

鬼木   誠（比 例）  勝部  賢志（北海道）  川田  龍平（比 例） 

 岸  真紀子（比 例）  熊谷  裕人（埼 玉） 小西  洋之（千 葉） 

古賀  千景（比 例） 古賀  之士（福 岡） 藤  嘉隆（愛 知） 

 塩村 あやか（東 京） 柴   愼一（比 例） 杉尾  秀哉（長 野） 

 田島 麻衣子（愛 知） 田名部 匡代（青 森） 高木  真理（埼 玉） 

元  清美（比 例） 徳永  エリ（北海道）  野田  国義（福 岡） 

 羽田  次郎（長 野）  広田   一（徳島･高知） 福島 みずほ（比 例） 

福山  哲郎（京 都）  牧山 ひろえ（神奈川） 三上  えり（広 島） 

 水岡  俊一（比 例） 水野  素子（神奈川）  宮口  治子（広 島） 

村田  享子（比 例）  森本  真治（広 島）  森屋   隆（比 例） 

 横沢  高徳（岩 手） 吉川  沙織（比 例）  

 

【 公 明 党 】  

（２７名） 

秋野  公造（福 岡） 伊藤  孝江（兵 庫） 石川  博崇（大 阪） 

上田   勇（比 例）  河野  義博（比 例） 窪田  哲也（比 例） 

佐々木さやか（神奈川） 里見  隆治（愛 知） 塩田  博昭（比 例） 

下野  六太（福 岡） 杉   久武（大 阪） 高橋  光男（兵 庫） 

竹内  真二（比 例） 竹谷 とし子（東 京） 谷合  正明（比 例） 

 新妻  秀規（比 例） 西田  実仁（埼 玉） 平木  大作（比 例） 

三浦  信祐（神奈川） 宮崎   勝（比 例） 矢倉  克夫（埼 玉） 

安江  伸夫（愛 知） 山口 那津男（東 京） 山本  香苗（比 例） 

山本  博司（比 例） 横山  信一（比 例） 若松  謙維（比 例） 

 

【 日本維新の会・教育無償化を実現する会 】  

（２１名） 

青島  健太（比 例） 浅田   均（大 阪）  東    徹（大 阪） 

石井   章（比 例） 石井  苗子（比 例） 猪瀬  直樹（比 例） 

梅村   聡（比 例）  梅村 みずほ（大 阪）  音喜多  駿（東 京） 

 嘉田 由紀子（滋 賀） 片山  大介（兵 庫） 金子  道仁（比 例） 

串田  誠一（比 例） 清水  貴之（兵 庫） 柴田   巧（比 例） 

高木 かおり（大 阪） 中条 きよし（比 例） 藤巻  健史（比 例） 

松沢  成文（神奈川） 松野  明美（比 例） 柳ヶ瀬 裕文（比 例） 



 

【 国民民主党・新緑風会 】  

（１１名） 

伊藤  孝恵（愛 知）  礒   哲史（比 例） 大塚  耕平（愛 知） 

川合  孝典（比 例） 榛葉 賀津也（静 岡）  田村  まみ（比 例） 

竹詰   仁（比 例） 芳賀  道也（山 形） 浜口   誠（比 例） 

浜野  喜史（比 例） 舟山  康江（山 形） 

 

【 日 本 共 産 党 】 

（１１名） 

井上  哲士（比 例） 伊藤   岳（埼 玉） 岩渕   友（比 例） 

 紙   智子（比 例） 吉良 よし子（東 京） 倉林  明子（京 都） 

小池   晃（比 例） 田村  智子（比 例） 仁比  聡平（比 例） 

 山下  芳生（比 例） 山添   拓（東 京）  

 

【 れ い わ 新 選 組 】 

（５名） 

大島 九州男（比 例） 木村  英子（比 例） 天畠  大輔（比 例） 

舩後  靖彦（比 例） 山本  太郎（東 京）  

 

【 沖 縄 の 風 】 

（２名） 

伊波  洋一（沖 縄） 良  鉄美（沖 縄）  

 

【 ＮＨＫから国民を守る党 】 

（２名） 

齊藤 健一郎（比 例） 浜田   聡（比 例）  

 

【 各派に属しない議員 】 

（１１名） 

上田  清司（埼 玉） 尾   秀久（鹿児島） 大野  正（岐 阜） 

神谷  宗幣（比 例） 鈴木  宗男（比 例） 世耕  弘成（和歌山） 

寺田   静（秋 田） 堂込 麻紀子（茨 城）  ながえ 孝子（愛 媛） 

 長浜  博行（千 葉） 平山 佐知子（静 岡）  

   

 



 

５ 議員の異動  

第213回国会閉会後及び今国会（ 6.10. 1召集）中における議員の異動 

 

○辞職 

 広瀬 めぐみ君（無・岩手） 

   6. 8.15 辞職 

 

○会派名変更 

 ｢立憲民主・社民」 

   6. 9.26 ｢立憲民主・社民・無所属」に変更 

 

○所属会派異動・会派所属 

－ 6. 7.31 自由民主党を退会－ 

広瀬 めぐみ君 

－ 6. 9.26 立憲民主・社民・無所属に入会－ 

広田   一君 



１ 議案審議概況 

閣法は、本院で継続審査となっていた１件が、本院において審査未了となった。 

参法は、新規提出１件が、本院において審査未了となった。 

衆法は、新規提出７件のうち、旧優生保護法補償金支給法案１件が成立し、残る６

件については、いずれも衆議院において審査未了となった。また、衆議院で継続審査

となっていた108件は、いずれも衆議院において審査未了となった。 

予備費は、衆議院で継続審査となっていた５件が、いずれも衆議院において審査未

了となった。 

決算は、令和２年度ＮＨＫ決算（第207回国会提出）、令和３年度ＮＨＫ決算（第210

回国会提出）及び令和４年度ＮＨＫ決算（第212回国会提出）が、いずれも審査に入る

に至らなかった。 

決議案は、旧優生保護法に基づく優生手術等の被害者に対する謝罪とその被害の回

復に関する決議案１件が可決された。 

 

 

 

２ 議案件数表 

  提出 成立 
参議院 衆議院 

備 考 
継続 否決 未了 継続 否決 未了 

閣 法 参 継 １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ 

参 法 新 規 １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ 

衆 法 
新 規 ７ １ ０ ０ ０ ０ ０ ６ 

衆 継 １０８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １０８ 

予備費等 衆 継 ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ 

決算その他 継 続 ３ ０ ０ ０ ３   

決   議 １ １ ０ ０ ０   

 

 



３ 議案件名一覧  

件名の前の数字は提出番号を示す。 

 

◎内閣提出法律案（継続１件） 

●本院において審査未了のもの（継続１件） 

（第213回国会提出） 

 53 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律の一部を改

正する法律案 

 

◎本院議員提出法律案（１件） 

●本院において委員会等に付託されなかったもの（１件） 

  １ 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法の廃止に関する措置等に関する法律案 

 

◎衆議院議員提出法律案（115件）（継続108件を含む） 

●両院を通過したもの（１件） 

 ４ 旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律案 

●衆議院において審査未了のもの（継続108件） 

（第207回国会提出） 

 ２ 揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るための東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律及び地方税法の一部を改正する等の法律案 

 ３ 現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るための揮発油税等に関する

法律の臨時特例等に関する法律案 

 10 新型コロナウイルス感染症等の影響を受けた低所得者に対する特別給付金の支給に関する

法律案 

  11 領域等の警備及び海上保安体制の強化に関する法律案 

（第208回国会提出） 

 ３ 新型コロナウイルス感染症等の影響を受けている中小事業者等に対する緊急の支援に関す

る法律案 

 ６ 新型コロナウイルス感染症等の影響を受けている観光関連事業者に対する緊急の支援に関

する法律案 

 17 日本放送協会改革推進法案 

 18 特定土砂等の管理に関する法律案 

 19 土砂等の置場の確保に関する法律案 

 22 戦争等避難者に係る出入国管理及び難民認定法の特例等に関する法律案 

 23 所得税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案 

 24 新型コロナウイルス感染症等の影響を受けている中小事業者に対する金融の円滑化の促進

に関する法律案 

 28 保育等従業者の人材確保のための処遇の改善等に関する特別措置法案 

 34 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律案 

 35 自動車産業における脱炭素化の推進に関する法律案 

 36 インターネット誹謗中傷対策の推進に関する法律案 

 39 公職選挙法及び地方自治法の一部を改正する法律案 



 40 公職の候補者となる労働者の雇用の継続の確保のための立候補休暇に関する法律案 

 44 国有林野事業に従事する職員の労働関係を円滑に調整するための行政執行法人の労働関係

に関する法律の一部を改正する法律案 

 45 国有林野事業に従事する職員の給与等に関する特例法案 

 46 中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する法律案 

 47 地方自治法の一部を改正する法律案 

 52 国家賠償法の一部を改正する法律案 

 53 民法の一部を改正する法律案 

 54 性暴力被害者の支援に関する法律案 

 55 性的指向又は性自認を理由とする差別の解消等の推進に関する法律案 

 56 分散型エネルギー利用の促進に関する法律案 

 57 国等によるその設置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修等の実施等

に関する法律案 

 58 多文化共生社会基本法案 

 59 消費税の減税その他の税制の見直しに関する法律案 

 60 特定人権侵害行為への対処に関する法律案 

（第210回国会提出） 

 １ 国会法の一部を改正する法律案 

 ２ 国葬儀法案 

 ３ 通園バスの車内における幼児等の置き去りによる事故の防止その他の認定こども園等にお

ける幼児等の安全の確保のための措置等に関する法律案 

 ６ 新型インフルエンザ等治療用特定医薬品の指定及び使用に関する特別措置法案 

 ７ 防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案 

 ８ 防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案 

 11 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部を改正する法律案 

 13 国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律等の一部を改正する法律案 

 18 子育て・若者緊急支援法案 

（第211回国会提出） 

 １ 日本銀行法の一部を改正する法律案 

 ２ 児童手当法の一部を改正する法律案 

 ３ 民法の一部を改正する法律案 

 ４ 副首都機能の整備の推進に関する法律案 

 ５ 低所得である子育て世帯に対する緊急の支援に関する法律案 

 ７ 特定教育・保育施設における保育教諭等の配置の充実のための措置に関する法律案 

 ８ 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律等の一部を改正する法

律案 

 ９ 発電に関する原子力の利用に係る責任を明確化するための改革の推進に関する法律案 

 10 電力の取引における公正な競争の促進に関する法律案 

 11 学校給食法の一部を改正する法律案 

 15 児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律案 

 22 公立学校働き方改革の推進に関する法律案 

 23 インターネット投票の導入の推進に関する法律案 

 27 国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案 

 28 国家公務員法の一部を改正する法律案 



 29 消費税の逆進性を緩和するための給付付き税額控除の導入等に関する法律案 

 30 持続可能な開発の目標の達成に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律案 

 31 公文書等の管理に関する法律の一部を改正する法律案 

 32 公文書等の管理の適正化の推進に関する法律案 

 33 新型コロナウイルス感染症の罹患後症状に係る対策の推進に関する法律案 

 34 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種による健康被害の救済等に係る措置に関する法

律案 

 35 宗教法人法の一部を改正する法律案 

 36 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の一部を改正する法律案 

 37 公益法人等に対する寄附を促進するための税制上の措置等に関する法律案 

 38 財政法の一部を改正する法律案 

 39 我が国の経済及び財政等に関する将来の推計を信頼性のある統計等の情報に基づき中立公

正に実施するための経済財政等将来推計委員会の設置に関する法律案 

 40 国会法の一部を改正する法律案 

 41 保護者等による自動車内への子ども等の置き去りの防止に関する法律案 

 42 国家公務員法等の一部を改正する法律案 

 43 国家公務員の労働関係に関する法律案 

 44 公務員庁設置法案 

 45 地方公務員法等の一部を改正する法律案 

 46 地方公務員の労働関係に関する法律案 

 47 我が国の総合的な安全保障の確保を図るための土地等の取得、利用及び管理の規制に関す

る施策の推進に関する法律案 

 48 国会法の一部を改正する法律案 

 49 新型コロナウイルス感染症対策検証委員会法案 

 50 国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案 

（第212回国会提出） 

 ２ 国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案 

 ３ 地方自治法の一部を改正する法律案 

 ５ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正

する法律の一部を改正する法律案 

 ６ 政治資金規正法の一部を改正する法律案 

 ７ 児童扶養手当法の一部を改正する法律案 

 ８ 選挙等改革の推進に関する法律案 

 13 特定遊興飲食高額債務問題対策の推進に関する法律案 

 14 インターネット誹謗中傷による被害の救済に資するための弁護士等の報酬の補助に関する

法律案 

 16 放送法の一部を改正する法律案 

 17 国会法の一部を改正する法律案 

 18 執行職職員給与制度改革推進法案 

（第213回国会提出） 

 １ 被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案 

 ２ 就労支援給付制度の導入に関する法律案 

 ６ 訪問介護事業者に対する緊急の支援に関する法律案 

 ７ 介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別措置法案 



 ８ 有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措

置法の一部を改正する法律案 

 ９ サイバー安全保障態勢の整備の推進に関する法律案 

 11 デジタル歳入給付庁の設置による内国税・保険料等の徴収等に関する業務及び公的給付の

支給等に関する業務の効率化等の推進に関する法律案 

 12 食品衛生法の一部を改正する法律案 

 20 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律案 

 21 手話言語法案 

 23 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律の一部を改正する法律案 

 24 新しい国のかたちの創造的改革の推進に関する基本法案 

 25 不払養育費の立替・取立制度の導入に関する法律案 

 26 全世代にわたる教育無償化等の推進に関する法律案 

 27 高等学校等に係る教育無償化等の推進に関する法律案 

 28 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案 

 29 性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出

演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に

関する法律の一部を改正する法律案 

 30 令和六年能登半島地震災害により被害を受けた建物の除却の円滑化に関する暫定措置法案 

 31 公職選挙法の一部を改正する法律案 

 32 水俣病問題の解決に向けて講ずべき措置に関する法律案 

●衆議院において委員会等に付託されなかったもの（６件） 

 １ 公立学校働き方改革の推進に関する法律案 

 ２ 政治資金規正法の一部を改正する法律案 

 ３ 公職選挙法の一部を改正する法律案 

 ５ 政治資金規正法の一部を改正する法律を廃止する法律案 

 ６ 政治資金規正法等の一部を改正する法律案 

 ７ 政治資金規正法及び租税特別措置法の一部を改正する法律案 

 

◎予備費等承諾を求めるの件（継続５件） 

●衆議院において審査未了のもの（継続５件） 

（第213回国会提出） 

 ○令和五年度一般会計原油価格・物価高騰対策及び賃上げ促進環境整備対応予備費使用総調書

及び各省各庁所管使用調書（その１） 

 ○令和五年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その１） 

 ○令和五年度特別会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その１） 

 ○令和五年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その２） 

 ○令和五年度特別会計予算総則第二十一条第一項の規定による経費増額総調書及び各省各庁所

管経費増額調書 

 

◎決算その他（３件） 

●委員会に付託されなかったもの（３件） 

（第207回国会提出） 

○日本放送協会令和二年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書 



（第210回国会提出） 

○日本放送協会令和三年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書 

（第212回国会提出） 

○日本放送協会令和四年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書 

 

◎決議案（１件） 

●可決したもの（１件） 

 １ 旧優生保護法に基づく優生手術等の被害者に対する謝罪とその被害の回復に関する決議案 



４ 議案の要旨  

 内 閣 提 出 法 律 案  

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律の一部を

改正する法律案（第213回国会閣法第53号） 

（衆議院 第213回国会6.5.28可決 参議院 6.20内閣委員会付託 審査未了） 

【要旨】 

本法律案は、我が国の排他的経済水域における海洋再生可能エネルギー源の適正な利用を図るた

め、我が国の排他的経済水域における海洋再生可能エネルギー発電設備の設置の許可に関する規定

等を設けるとともに、海洋環境等の保全に配慮した海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域

の指定を行うため、環境大臣による海洋環境等調査の実施に関する規定等を設けるほか、海洋再生

可能エネルギー発電事業に係る環境影響評価法の特例等の措置を講じようとするものである。 

 

 



本 院 議 員 提 出 法 律 案   

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法の廃止に関する措置等に関する法律案（参第

１号） 

（参議院 委員会未付託 審査未了） 

【要旨】 

本法律案は、大深度地下をはじめ地下に大規模な施設又は工作物を設置する行為が、当該行為を

行う区域に係る土地の陥没等により住民の生活等に大きな影響を生ずるおそれがあるとともに当該

土地の価値を減少させるおそれがあるものであることに鑑み、地下の使用に係る手続の適正化等を

図るため、大深度地下の公共的使用に関する特別措置法の廃止に関する措置その他必要な措置につ

いて定めようとするものである。 

 



衆 議 院 議 員 提 出 法 律 案   

（衆議院議員提出法律案は、参議院に提出されたもののみ掲載） 

 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律

案（衆第４号） 

（衆議院 6.10.7可決 参議院 10.7内閣委員会付託 10.8本会議可決） 

【要旨】 

本法律案は、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関する法律

の全部を改正するものであり、その主な内容は次のとおりである。 

一、国会及び政府は、令和６年７月３日の最高裁判所大法廷判決を真摯に受け止め、特定疾病等に

係る方々を差別し、生殖を不能にする手術を強制してきたことに関し、日本国憲法第13条及び第

14条第１項に違反する規定に係る立法行為を行い及びこれを執行するとともに、優生上の見地か

らの誤った目的に係る施策を推進してきたことについて、深刻にその責任を認め、心から深く謝

罪する。また、これらの方々が特定疾病等を理由に人工妊娠中絶を強いられたことについても、

心から深く謝罪する。 

二、国は、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対して1,500万円、特定配偶者に対して 

500万円の補償金をそれぞれ支給する。 

三、国は、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者であって、この法律の施行の日（以下「施

行日」という。）において生存しているものに対して320万円の優生手術等一時金を支給する。 

四、国は、旧優生保護法に基づく人工妊娠中絶等を受けた者であって、施行日において生存してい

るものに対して200万円の人工妊娠中絶一時金を支給する。 

五、補償金、優生手術等一時金及び人工妊娠中絶一時金の支給の請求は、施行日から起算して５年

を経過したときは、することができない。 

六、内閣総理大臣は、補償金、優生手術等一時金及び人工妊娠中絶一時金の支給を受けようとする

者等から請求を受けたときは、一定の場合を除き、旧優生保護法補償金等認定審査会の審査の結

果に基づき認定を行うものとする。 

七、国は、旧優生保護法に基づく優生手術等及び旧優生保護法に基づく人工妊娠中絶等に関する調

査その他の措置を講ずるとともに、当該措置の成果を踏まえ、これらが行われた原因及び再発防

止のために講ずべき措置についての検証及び検討を行うものとする。 

八、この法律は、一部を除き、公布の日から起算して３月を経過した日から施行する。 

九、五の請求の期限については、支給の請求の状況を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるもの

とする。 

 

 



予 備 費 等 承 諾 を 求 め る の 件   

令和五年度一般会計原油価格・物価高騰対策及び賃上げ促進環境整備対応予備費使用総調

書及び各省各庁所管使用調書（その１） 

（衆議院 審査未了） 

【要旨】 

 一般会計原油価格・物価高騰対策及び賃上げ促進環境整備対応予備費予算額２兆円のうち、令和

５年12月22日に使用を決定した金額は１兆1,310億円で、地域の実情に応じた低所得者支援及び定額

減税を補足する給付に必要な経費である。 

 

令和五年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その１） 

（衆議院 審査未了） 

【要旨】 

 一般会計予備費予算額5,000億円のうち、令和５年４月18日から６年１月26日までの間に使用を決

定した金額は1,915億円で、その内訳は、災害救助等に必要な経費380億円、道路等災害復旧事業等

に必要な経費337億円、水産物の新たな需給構造構築支援に必要な経費207億円などである。 

 

令和五年度特別会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その１） 

（衆議院 審査未了） 

【要旨】 

 特別会計予備費予算総額7,286億円のうち、令和５年９月29日から６年１月26日までの間に使用を

決定した金額は19億円で、その内訳は、エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定における給油

所等設備災害復旧に必要な経費18億円、財政投融資特別会計投資勘定における政府保有株式の処分

に必要な経費0.9億円である。 

 

令和五年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その２） 

（衆議院 審査未了） 

【要旨】 

 一般会計予備費予算額5,000億円のうち、令和６年３月１日から３月18日までの間に使用を決定し

た金額は1,161億円で、その内訳は、道路等災害復旧事業等に必要な経費768億円、災害救助費等負

担金の不足を補うために必要な経費139億円、地域福祉の向上に資する住宅再建支援等に必要な経費

61億円などである。 

 

令和五年度特別会計予算総則第二十一条第一項の規定による経費増額総調書及び各省各

庁所管経費増額調書 

（衆議院 審査未了） 

【要旨】 

 令和６年２月20日から３月26日までの間に決定した経費増額総額は710億円で、その内訳は、交付

税及び譲与税配付金特別会計における地方譲与税譲与金に必要な経費の増額698億円、自動車安全特

別会計空港整備勘定における空港災害復旧事業に必要な経費の増額11億円である。 

 

  



Ｎ Ｈ Ｋ 決 算   

日本放送協会令和二年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書 

（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了） 

【要旨】 

本件は、日本放送協会の令和２年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。 

令和２年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆2,725億円、負債

合計は4,516億円、純資産合計は8,209億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は7,099億円、経常事業支出は6,917億円となっており、経常事業収支差金は181億円と

なっている。 

 

日本放送協会令和三年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書 

（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了） 

【要旨】 

 本件は、日本放送協会の令和３年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。 

 令和３年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆2,743億円、負債

合計は4,134億円、純資産合計は8,609億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は7,001億円、経常事業支出は6,638億円となっており、経常事業収支差金は363億円と

なっている。 

 

日本放送協会令和四年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書 

（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了） 

【要旨】 

 本件は、日本放送協会の令和４年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。 

 令和４年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆2,970億円、負債

合計は4,098億円、純資産合計は8,872億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は6,917億円、経常事業支出は6,753億円となっており、経常事業収支差金は163億円と

なっている。 

 



５ 議案審議表

内閣委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利
用の促進に関する法律の一部を改正する法律案(第213回
国会閣法第53号)

6.3.12
(213回)

― ― ―
―

6.20
(213回)

― ― ― 15
第213回国会衆
議院において議
決

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する
補償金等の支給等に関する法律案(地域活性化・こども政
策・デジタル社会形成に関する特別委員長提出)(衆第４号)

6.10.7
10.7

可決(全)
―

10.7
10.8 ―

10.8
可決(全)

10.8
可決(全)

(起立採決)
10.17
70号

17

委員会未付託議案

(本院議員提出法律案)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法の廃止に関
する措置等に関する法律案(山添拓君発議)(参第１号)

6.10.3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 16

　　　　　注１　衆議院議員提出法律案は、参議院に提出されたもののみ掲載。
　　　　　注２　本表には、内閣が衆議院に提出した議案で、参議院に送付されていないものも含む。
　　　　　注３　件名は、原則として、付託議案は参議院の委員会への付託順、未付託議案は提出年月日順に掲載。
　　　　　凡例　(全)：全会一致

件　名 提出年月日

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決

件　名 提出年月日

衆議院 参議院

本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

未了

公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議



(予備費等承諾を求めるの件)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

令和五年度一般会計原油価格・物価高騰対策及び賃上げ
促進環境整備対応予備費使用総調書及び各省各庁所管
使用調書（その１）

6.3.19
(213回)

―
10.1 決算行政

未了 ― ― ― ― ― ― ― 18

令和五年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所
管使用調書（その１）

6.3.19
(213回)

―
10.1 決算行政

未了 ― ― ― ― ― ― ― 18

令和五年度特別会計予備費使用総調書及び各省各庁所
管使用調書（その１）

6.3.19
(213回)

―
10.1 決算行政

未了 ― ― ― ― ― ― ― 18

令和五年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所
管使用調書（その２）

6.5.21
(213回)

―
10.1 決算行政

未了 ― ― ― ― ― ― ― 18

令和五年度特別会計予算総則第二十一条第一項の規定
による経費増額総調書及び各省各庁所管経費増額調書

6.5.21
(213回)

―
10.1 決算行政

未了 ― ― ― ― ― ― ― 18

(NHK決算)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

日本放送協会令和二年度財産目録、貸借対照表、損益計
算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算書並
びにこれらに関する説明書

3.12.21
(207回)

―
6.10.1 総務

― ― ― ― ― ― ― ― ― 19

日本放送協会令和三年度財産目録、貸借対照表、損益計
算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算書並
びにこれらに関する説明書

4.12.2
(210回)

―
6.10.1 総務

― ― ― ― ― ― ― ― ― 19

日本放送協会令和四年度財産目録、貸借対照表、損益計
算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算書並
びにこれらに関する説明書

5.12.8
(212回)

―
6.10.1 総務

― ― ― ― ― ― ― ― ― 19

件　名 提出年月日

衆議院

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議件　名 提出年月日

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議



１ 本会議審議経過 

〇令和６年10月１日(火) 

開会 午前10時２分  

日程第１ 議席の指定  

 議長は、議員の議席を指定した。  

元議員渡辺秀央君逝去につき哀悼の件 

 本件は、議長から既に弔詞をささげた旨報告し、その弔詞を朗読した。  

常任委員長辞任の件  

 本件は、次の各常任委員長の辞任を許可することに決した。 

      総務委員長        新妻  秀規君  

      法務委員長        佐々木さやか君  

      議院運営委員長      浅尾 慶一郎君  

常任委員長の選挙  

 本選挙は、その手続を省略して議長の指名によることに決し、議長は、次のとおり各常任委員長

 を指名した。  

      総務委員長        宮崎   勝君  

      法務委員長        若松  謙維君  

      議院運営委員長      牧野 たかお君  

特別委員会設置の件  

 本件は、議長発議により、 

災害に関する諸問題を調査し、その対策樹立に資するため委員20名から成る災害対策特別委員

会、 

政治改革に関する調査のため委員35名から成る政治改革に関する特別委員会、 

北朝鮮による拉致等に関する諸問題を調査し、その対策樹立に資するため委員20名から成る北朝

鮮による拉致問題等に関する特別委員会、 

地方創生並びにデジタル社会の形成及び推進等に関する総合的な対策を樹立するため委員20名

から成る地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特別委員会、 

消費者の利益の擁護及び増進等に関する総合的な対策を樹立するため委員20名から成る消費者

問題に関する特別委員会、 

東日本大震災からの復興に当たり、その総合的な対策樹立に資するため委員35名から成る東日本

大震災復興特別委員会を設置することに全会一致をもって決し、 

政府開発援助を始めとする国際援助・協力に関する諸問題の調査並びに沖縄及び北方問題に関す

る対策樹立に資するため委員35名から成る政府開発援助等及び沖縄・北方問題に関する特別委員

会を設置することに決し、 

議長は、特別委員を指名した。  

情報監視審査会委員辞任の件 

 本件は、浜口誠君の辞任を許可することに決した。 

情報監視審査会委員の選任 

 本件は、田名部匡代君を選任することに決した。   

休憩 午前10時14分 

再開 午後２時12分 

日程第２ 会期の件 

本件は、討論の後、本院規則第138条に基づく要求により、記名投票をもって採決の結果、賛成 



146、反対96にて９日間とすることに決した。 

議長は、本日岸田内閣総理大臣から内閣は総辞職することに決した旨の通知に接したことを報告し

た。 

内閣総理大臣の指名 

本件は、記名投票の結果(投票総数242、過半数122)、石破茂君143票、野田佳彦君45票、馬場伸

幸君21票、玉木雄一郎君12票、田村智子君11票、山本太郎君５票、伊藤孝恵君１票、伊波洋一君

１票、神谷宗幣君１票、高市早苗君１票、茂木敏充君１票にて、投票の過半数を得た衆議院議員

石破茂君が指名された。 

散会 午後３時13分 

〇令和６年10月４日(金) 

開会 午後３時１分 

日程第１ 常任委員長の選挙  

本選挙は、その手続を省略して議長の指名によることに決し、議長は、環境委員長に武見敬三君

を指名した。 

日程第２ 国務大臣の演説に関する件  

 石破内閣総理大臣は、所信について演説をした。 

国務大臣の演説に対する質疑は、延期することに決した。 

散会 午後３時37分 

〇令和６年10月８日(火) 

開会 午前10時２分 

日程第１ 国務大臣の演説に関する件(第２日)   

 田名部匡代君、松山政司君は、それぞれ質疑をした。  

休憩 午前11時35分  

再開 午後１時１分  

休憩前に引き続き、西田実仁君、浅田均君、榛葉賀津也君、田村智子君、牧山ひろえ君、宮本周

司君、山本太郎君は、それぞれ質疑をした。  

 議長は、質疑が終了したことを告げた。 

旧優生保護法に基づく優生手術等の被害者に対する謝罪とその被害の回復に関する決議案(牧野た

かお君外11名発議)(委員会審査省略要求) 

本案は、発議者要求のとおり委員会審査を省略し、日程に追加して議題とすることに決し、牧野

たかお君から趣旨説明があった後、全会一致をもって可決された。 

三原国務大臣は、本決議について所信を述べた。 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律案(衆議院

提出) 

本案は、日程に追加し、内閣委員長から委員会審査の経過及び結果の報告があった後、全会一致

をもって可決された。 

散会 午後５時39分 

〇令和６年10月９日(水) 

開会 午後３時２分 

元議員松前達郎君逝去につき哀悼の件  

 本件は、議長発議により院議をもって弔詞をささげることに決し、議長は弔詞を朗読した。 

日程第１ 委員会及び調査会の審査及び調査を閉会中も継続するの件  

本件は、次の案件について委員会及び調査会の審査及び調査を閉会中も継続することに全会一致

をもって決した。  

 内閣委員会  



  一、内閣の重要政策及び警察等に関する調査  

 総務委員会  

  一、行政制度、地方行財政、選挙、消防、情報通信及び郵政事業等に関する調査  

 法務委員会  

  一、法務及び司法行政等に関する調査  

 外交防衛委員会  

  一、外交、防衛等に関する調査  

 財政金融委員会  

  一、財政及び金融等に関する調査  

 文教科学委員会  

  一、教育、文化、スポーツ、学術及び科学技術に関する調査  

 厚生労働委員会  

  一、社会保障及び労働問題等に関する調査  

 農林水産委員会  

  一、農林水産に関する調査  

 経済産業委員会  

  一、経済、産業、貿易及び公正取引等に関する調査  

 国土交通委員会  

  一、国土の整備、交通政策の推進等に関する調査  

 環境委員会  

  一、環境及び公害問題に関する調査  

 予算委員会  

  一、予算の執行状況に関する調査  

 決算委員会  

  一、国家財政の経理及び国有財産の管理に関する調査  

 行政監視委員会  

  一、行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に関する調査  

 議院運営委員会  

  一、議院及び国立国会図書館の運営に関する件  

 災害対策特別委員会  

  一、災害対策樹立に関する調査  

 政府開発援助等及び沖縄・北方問題に関する特別委員会  

  一、政府開発援助等及び沖縄・北方問題対策樹立に関する調査  

 政治改革に関する特別委員会  

  一、政治改革に関する調査  

 北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会  

  一、北朝鮮による拉致問題等に関しての対策樹立に関する調査  

 地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特別委員会  

  一、地方創生及びデジタル社会の形成等に関しての総合的な対策樹立に関する調査  

 消費者問題に関する特別委員会  

  一、消費者問題に関しての総合的な対策樹立に関する調査  

 東日本大震災復興特別委員会  

  一、東日本大震災復興の総合的対策に関する調査  

 外交・安全保障に関する調査会  

  一、外交・安全保障に関する調査  



 国民生活・経済及び地方に関する調査会  

  一、国民生活・経済及び地方に関する調査  

 資源エネルギー・持続可能社会に関する調査会  

  一、原子力等エネルギー・資源、持続可能社会に関する調査  

散会 午後３時６分 



２ 国務大臣の演説・質疑一覧  

国務大臣の演説及び質疑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

演  説 質  疑 

年月日 事  項 演 説 者 月日 質 疑 者 

 6.10. 4 所信表明演説 石破内閣総理大臣 10. 8 

 

田名部 匡代君(立憲) 

松山  政司君(自民) 

西田  実仁君(公明) 

浅田   均君(維教) 

榛葉 賀津也君(民主) 

田村  智子君(共産) 

牧山 ひろえ君(立憲) 

宮本  周司君(自民) 

山本  太郎君(れ新) 



３ 本会議決議  
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１ 

 

旧優生保護法に基づく優生手術等

の被害者に対する謝罪とその被害

の回復に関する決議案 

 

 

牧野 たかお君  

外 11 名 

 

 6. 

10. 7 

  6. 

10. 8 

可決 

 



可決したもの 
令和６年10月８日 

旧優生保護法に基づく優生手術等の被害者に対する謝罪とその被害の回復に関する決議 
 

昭和23年制定の旧優生保護法に基づき、あるいはその存在を背景として、多くの方々が、優生上の

見地から不良な子孫の出生を防止するという誤った目的の下、特定の疾病や障害を有すること等を理

由に生殖を不能にする手術や放射線の照射あるいは人工妊娠中絶を受けることを強いられて、子を生

み育てるか否かについて自ら意思決定をする機会を奪われ、これにより耐え難い苦痛と苦難を受けて

きた。 

特定疾病等を理由に生殖を不能にする手術や放射線の照射を受けることを強いられたことに関し

ては、平成31年に「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関する法

律」が制定されたが、同法はこれを強いられた方々に対してその被った苦痛を慰謝するものであり、

国に損害賠償責任があることを前提とするものではなかった。また、特定疾病等を理由に人工妊娠中

絶を受けることを強いられたことに関しては、これまで謝罪も慰謝も行われてこなかった。 

しかしながら、去る７月３日の最高裁判所の大法廷判決において、特定疾病等に係る方々を対象者

とする生殖を不能にする手術について定めた旧優生保護法の規定は日本国憲法第13条及び第14条第

１項に違反するものであり、当該規定に係る国会議員の立法行為は違法であると判断され、国の損害

賠償責任が認められた。 

本院は、この最高裁判所の大法廷判決を真摯に受け止め、特定疾病等に係る方々を差別し、特定疾

病等を理由に生殖を不能にする手術を強制してきたことに関し、日本国憲法に違反する規定の立法行

為を行い及びこれを執行させるとともに、都道府県優生保護審査会の審査を要件とする生殖を不能に

する手術を行う際には身体の拘束や欺罔等の手段を用いることも許される場合がある旨の通知を発

出するなどして優生思想に基づく誤った施策を推進させたことについて、悔悟と反省の念を込めて深

刻にその責任を認めるとともに、心から深く謝罪する。また、これらの方々が特定疾病等を理由に人

工妊娠中絶を受けることを強いられたことについても、心から深く謝罪する。 

本院は、被害を受けた方々の名誉と尊厳が重んぜられるようにするとともに、このような事態を二

度と繰り返すことのないよう、これらの方々の被害の回復を図るための立法措置を速やかに講じてい

く。そして、優生思想に基づく偏見と差別を含めておよそ疾病や障害を有する方々に対するあらゆる

偏見と差別を根絶し、全ての個人が疾病や障害の有無によって分け隔てられることなく尊厳が尊重さ

れる社会を実現すべく、全力を尽くすことをここに決意する。 

政府においても、この問題に誠実に対応していく立場にあることを深く自覚し、早期かつ全面的な

解決を図るよう万全を期するべきである。 

右決議する。 

 



１ 委員会審議経過  

 内 閣 委 員 会   

 委員一覧（22名） 

委員長 阿達  雅志（自民） 

理 事 磯   仁彦（自民） 

理 事 酒井  庸行（自民） 

理 事 山本 佐知子（自民） 

理 事 石垣 のりこ（立憲） 

理 事 新妻  秀規（公明） 

青木  一彦（自民） 

衛藤  晟一（自民） 

太田  房江（自民） 

加藤  明良（自民） 

古賀 友一郎（自民） 

高橋 はるみ（自民） 

山谷 えり子（自民） 

鬼木   誠（立憲） 

塩村 あやか（立憲） 

杉尾  秀哉（立憲） 

窪田  哲也（公明） 

片山  大介（維教） 

柴田   巧（維教） 

竹詰   仁（民主） 

井上  哲士（共産） 

大島 九州男（れ新） 

 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案は、内閣提出１件（本院継続） 及び

衆議院提出１件（地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する特別委員長提出）の

合計２件であり、そのうち衆議院提出１件を可決し、内閣提出１件は衆議院解散のため審

査未了となった。  

また、本委員会に付託された請願はなかった。 

 

〔法律案の審査〕 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律

案は、昭和23年制定の旧優生保護法に基づき、あるいはその存在を背景として、多くの方

々が、優生上の見地から不良な子孫の出生を防止するという誤った目的の下、特定疾病等

を理由に優生手術等又は人工妊娠中絶を受けることを強いられて、子を生み育てるか否か

について自ら意思決定をする機会を奪われ、これにより耐え難い苦痛と苦難を受けてきた

ことに鑑み、その被害の回復を図るため、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等

に対する補償金等の支給に関し必要な事項等を定めようとするものである。 

委員会においては、提出者衆議院地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する

特別委員長より趣旨説明を聴取し、討論の後、採決の結果 、全会一致をもって原案どおり

可決された。 

（２）委員会経過 

○令和６年10月８日(火)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

内閣の重要政策及び警察等に関する調査を行うことを決定した。 



旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律案（衆第４

号）（衆議院提出）について提出者衆議院地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する特

別委員長谷公一君から趣旨説明を聴き、討論の後、可決した。 

（衆第４号） 

賛成会派 自民、立憲、公明、維教、民主、共産、れ新 

反対会派 なし 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

内閣の重要政策及び警察等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 総 務 委 員 会  

 委員一覧（25名） 

委員長 宮崎   勝（公明） 

理 事 井上  義行（自民） 

理 事 岩本  剛人（自民） 

理 事 藤井  一博（自民） 

理 事 小沢  雅仁（立憲） 

理 事 山本  博司（公明） 

中西  祐介（自民） 

馬場  成志（自民） 

藤川  政人（自民） 

船橋  利実（自民） 

堀井   巌（自民） 

牧野 たかお（自民） 

松下  新平（自民） 

山本  順三（自民） 

岸  真紀子（立憲） 

野田  国義（立憲） 

広田   一（立憲） 

吉川  沙織（立憲） 

西田  実仁（公明） 

音喜多  駿（維教） 

高木 かおり（維教） 

芳賀  道也（民主） 

伊藤   岳（共産） 

齊藤 健一郎（Ｎ党） 

浜田   聡（Ｎ党） 

 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過 

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

行政制度、地方行財政、選挙、消防、情報通信及び郵政事業等に関する調査の継続調査要求書を提

出することを決定した。 

 



 法 務 委 員 会  

 委員一覧（21名） 

委員長 若松  謙維（公明） 

理 事 古庄  玄知（自民） 

理 事 和田  政宗（自民） 

理 事 牧山 ひろえ（立憲） 

理 事 石川  博崇（公明） 

理 事 川合  孝典（民主） 

岡田  直樹（自民） 

北村  経夫（自民） 

山東  昭子（自民） 

田中  昌史（自民） 

福岡  資麿（自民） 

森  まさこ（自民） 

山崎  正昭（自民） 

石川  大我（立憲） 

 

福島 みずほ（立憲） 

伊藤  孝江（公明） 

清水  貴之（維教） 

仁比  聡平（共産） 

尾   秀久（ 無 ） 

鈴木  宗男（ 無 ） 

長浜  博行（ 無 ）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案はなかった。 

また、本委員会付託の請願２種類２件は、いずれも保留とした。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

法務及び司法行政等に関する調査を行うことを決定した。 

請願第１号外１件を審査した。 

法務及び司法行政等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 外 交 防 衛 委 員 会  

 委員一覧（21名） 

委員長 小野田 紀美（自民） 

理 事 佐藤  正久（自民） 

理 事 若林  洋平（自民） 

理 事 小西  洋之（立憲） 

理 事 上田   勇（公明） 

理 事 石井  苗子（維教） 

有村  治子（自民） 

猪口  邦子（自民） 

柘植  芳文（自民） 

中曽根 弘文（自民） 

松川  るい（自民） 

三宅  伸吾（自民） 

吉川 ゆうみ（自民） 

福山  哲郎（立憲） 

水野  素子（立憲） 

山口 那津男（公明） 

松沢  成文（維教） 

榛葉 賀津也（民主） 

山添   拓（共産） 

伊波  洋一（沖縄） 

良  鉄美（沖縄） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された条約、法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年７月30日(火)（第213回国会閉会後第１回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

在沖縄米軍事件の通報事案、防衛省・自衛隊の不適切事案に関する件について木原防衛大臣、上川

外務大臣、政府参考人及び会計検査院当局に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

佐藤正久君（自民）、福山哲郎君（立憲）、小西洋之君（立憲）、上田勇君（公明）、石井苗子

君（維教）、榛葉賀津也君（民主）、山添拓君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、 良鉄美君（沖

縄） 

 -------------------------------------------------------------------------------------- 

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

外交、防衛等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 



 財 政 金 融 委 員 会  

 委員一覧（25名） 

委員長 足立  敏之（自民） 

理 事 白坂  亜紀（自民） 

理 事 西田  昌司（自民） 

理 事 山田  太郎（自民） 

理 事 勝部  賢志（立憲） 

理 事 佐々木さやか（公明） 

大家  敏志（自民） 

櫻井   充（自民） 

進藤 金日子（自民） 

野上 浩太郎（自民） 

古川  俊治（自民） 

松山  政司（自民） 

三原じゅん子（自民） 

宮沢  洋一（自民） 

熊谷  裕人（立憲） 

柴   愼一（立憲） 

竹内  真二（公明） 

矢倉  克夫（公明） 

浅田   均（維教） 

柳ヶ瀬 裕文（維教） 

大塚  耕平（民主） 

小池   晃（共産） 

大野  正（ 無 ） 

神谷  宗幣（ 無 ） 

堂込 麻紀子（ 無 ） 

 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案はなかった。 

また、本委員会付託の請願１種類１件は、保留とした。 

 

〔国政調査〕 

第213回国会閉会後の８月23日、７月の金融政策決定会合において政策金利の引上げに

至った趣旨、次期政権に引き継ぐべき財政金融政策に関する財務大臣・金融担当大臣の見

解、大規模な金融緩和からの転換に対する日銀総裁の所感、日経平均株価の下落が日銀保

有ＥＴＦの評価益に与える影響、日銀とＦＲＢが綿密な意思疎通を行う必要性、日銀のみ

に円安や輸入物価高騰の責任を負わせることの妥当性に対する財務大臣の見解、７月の金

融政策決定会合において政策金利を引き上げた理由、７月の金融政策決定会合後の金融政

策運営の方向性等について質疑を行った。 

（２）委員会経過

○令和６年８月23日(金)（第213回国会閉会後第１回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

金融政策の変更による影響に関する件、株式市場及び外国為替市場の動向に関する件、長期国債買

入れの減額計画に関する件、政府系ファンドの運用実態に関する件、異次元の金融緩和に対する評

価に関する件、資産所得倍増と格差拡大に関する件、金利上昇が中小企業に与える影響に関する件

等について鈴木国務大臣、政府参考人、参考人日本銀行総裁植田和男君、同銀行理事加藤毅君及び

同銀行政策委員会室審議役上條俊昭君に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

白坂亜紀君（自民）、熊谷裕人君（立憲）、若松謙維君（公明）、藤巻健史君（維教）、大塚耕

平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 



 -------------------------------------------------------------------------------------- 

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。 

請願第２号を審査した。 

財政及び金融等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 



 文 教 科 学 委 員 会  

 委員一覧（21名） 

委員長 高橋  克法（自民） 

理 事 赤松   健（自民） 

理 事 石井  正弘（自民） 

理 事 今井 絵理子（自民） 

理 事 宮口  治子（立憲） 

理 事 伊藤  孝恵（民主） 

赤池  誠章（自民） 

上野  通子（自民） 

臼井  正一（自民） 

末松  信介（自民） 

橋本  聖子（自民） 

本田  顕子（自民） 

奥村  政佳（立憲） 

古賀  千景（立憲） 

藤  嘉隆（立憲） 

下野  六太（公明） 

安江  伸夫（公明） 

金子  道仁（維教） 

中条 きよし（維教） 

吉良 よし子（共産） 

舩後  靖彦（れ新）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

教育、文化、スポーツ、学術及び科学技術に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定し

た。 

 



 厚 生 労 働 委 員 会  

 委員一覧（25名） 

委員長 比嘉 奈津美（自民） 

理 事 羽生田  俊（自民） 

理 事 星   北斗（自民） 

理 事 打越 さく良（立憲） 

理 事 秋野  公造（公明） 

生稲  晃子（自民） 

石田  昌宏（自民） 

片山 さつき（自民） 

神谷  政幸（自民） 

自見 はなこ（自民） 

友納  理緒（自民） 

三浦   靖（自民） 

山田   宏（自民） 

石橋  通宏（立憲） 

大椿 ゆうこ（立憲） 

高木  真理（立憲） 

杉   久武（公明） 

山本  香苗（公明） 

猪瀬  直樹（維教） 

梅村   聡（維教） 

田村  まみ（民主） 

倉林  明子（共産） 

天畠  大輔（れ新） 

上田  清司（ 無 ） 

― 欠員１名 ― 

 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案はなかった。 

また、本委員会付託の請願１種類１件は、保留とした。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

請願第３号を審査した。 

社会保障及び労働問題等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 農 林 水 産 委 員 会  

 委員一覧（21名） 

委員長 滝波  宏文（自民） 

理 事 佐藤   啓（自民） 

理 事 山下  雄平（自民） 

理 事 山本  啓介（自民） 

理 事 横沢  高徳（立憲） 

理 事 舟山  康江（民主） 

清水  真人（自民） 

野村  哲郎（自民） 

藤木  眞也（自民） 

舞立  昇治（自民） 

宮崎  雅夫（自民） 

山田  俊男（自民） 

田名部 匡代（立憲） 

徳永  エリ（立憲） 

羽田  次郎（立憲） 

高橋  光男（公明） 

横山  信一（公明） 

松野  明美（維教） 

紙   智子（共産） 

寺田   静（ 無 ） 

― 欠員１名 ― 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

農林水産に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 経 済 産 業 委 員 会  

 委員一覧（21名） 

委員長 森本  真治（立憲） 

理 事 青山  繁晴（自民） 

理 事 中田   宏（自民） 

理 事 長峯   誠（自民） 

理 事 古賀  之士（立憲） 

理 事 東    徹（維教） 

浅尾 慶一郎（自民） 

越智  俊之（自民） 

小林  一大（自民） 

上月  良祐（自民） 

松村  祥史（自民） 

丸川  珠代（自民） 

渡辺  猛之（自民） 

元  清美（立憲） 

村田  享子（立憲） 

里見  隆治（公明） 

三浦  信祐（公明） 

石井   章（維教） 

礒   哲史（民主） 

岩渕   友（共産） 

平山 佐知子（ 無 ）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

経済、産業、貿易及び公正取引等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 国 土 交 通 委 員 会  

 委員一覧（25名） 

委員長 青木   愛（立憲） 

理 事 井   章（自民） 

理 事 森屋   隆（立憲） 

理 事 平木  大作（公明） 

理 事 青島  健太（維教） 

石井  浩郎（自民） 

江島   潔（自民） 

こやり 隆史（自民） 

鶴保  庸介（自民） 

堂故   茂（自民） 

豊田  俊郎（自民） 

永井   学（自民） 

長谷川  岳（自民） 

宮本  周司（自民） 

森屋   宏（自民） 

小沼   巧（立憲） 

三上  えり（立憲） 

河野  義博（公明） 

塩田  博昭（公明） 

嘉田 由紀子（維教） 

藤巻  健史（維教） 

浜口   誠（民主） 

田村  智子（共産） 

木村  英子（れ新） 

― 欠員１名 ― 

 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

 

〔国政調査〕 

第213回国会閉会後の７月17日～18日、令和６年能登半島地震により被害を受けた社会資

本の復旧・復興状況等の実情調査のため、石川県に委員派遣を行った。 

10月９日、前記委員派遣について、派遣委員から報告を聴取した。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

国土の整備、交通政策の推進等に関する調査を行うことを決定した。 

派遣委員から報告を聴いた。 

国土の整備、交通政策の推進等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 

委員派遣  

○令和６年７月17日(水)～18日(木) 

令和６年能登半島地震により被害を受けた社会資本の復旧・復興状況等の実情調査 

 〔派遣地〕 

石川県 

〔派遣委員〕 

青木愛君（立憲）、青木一彦君（自民）、 井章君（自民）、森屋隆君（立憲）、塩田博昭君（公

明）、青島健太君（維教）、浜口誠君（民主）、井上哲士君（共産） 



 環 境 委 員 会  

 委員一覧（21名） 

委員長 武見  敬三（自民） 

理 事 梶原  大介（自民） 

理 事 長谷川 英晴（自民） 

理 事 田島 麻衣子（立憲） 

理 事 串田  誠一（維教） 

理 事 山下  芳生（共産） 

朝日 健太郎（自民） 

石井  準一（自民） 

加田  裕之（自民） 

佐藤  信秋（自民） 

関口  昌一（自民） 

滝沢   求（自民） 

川田  龍平（立憲） 

水岡  俊一（立憲） 

竹谷 とし子（公明） 

谷合  正明（公明） 

梅村 みずほ（維教） 

浜野  喜史（民主） 

山本  太郎（れ新） 

世耕  弘成（ 無 ） 

ながえ 孝子（ 無 ）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

環境及び公害問題に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 国 家 基 本 政 策 委 員 会  

 委員一覧（20名） 

委員長 浅田   均（維教） 

理 事 松山  政司（自民） 

理 事 森屋   宏（自民） 

理 事 榛葉 賀津也（民主） 

理 事 小池   晃（共産） 

こやり 隆史（自民） 

古賀 友一郎（自民） 

上月  良祐（自民） 

滝沢   求（自民） 

柘植  芳文（自民） 

馬場  成志（自民） 

船橋  利実（自民） 

藤  嘉隆（立憲） 

田名部 匡代（立憲） 

森本  真治（立憲） 

谷合  正明（公明） 

西田  実仁（公明） 

片山  大介（維教） 

田村  智子（共産） 

木村  英子（れ新）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会は、国家の基本政策に関する調査について、衆議院国家

基本政策委員会と合同審査会を１回開き討議を行った。 

 

〔国政調査〕 

国家基本政策委員会合同審査会は、１回開かれ、野田佳彦君、馬場伸幸君、田村智子君及

び玉木雄一郎君が発言者となって、石破内閣総理大臣との間で討議が行われた。 

10月９日の合同審査会では、浅田均参議院国家基本政策委員長が会長を務め、政治改革

に向けた企業・団体献金の在り方、次期総選挙における政治資金問題に起因する自民党の

公認への対応、自民党の政治資金問題に関する再調査と予算委員会開会の必要性、能登復

興支援に対する予備費濫用との指摘と補正予算編成の必要性、能登地域における選挙の執

行の在り方、自民党の「政治改革大綱」に基づくクリーンな政治の実現、次期参議院議員選

挙における政治資金問題に起因する自民党の公認への対応、憲法改正に向けた総理の意気

込み、最低賃金の引上げに向けた中小企業への直接支援と人間らしい暮らしのための労働

時間短縮の必要性、政治の透明性確保のための次期総選挙における政策活動費の使用の在

り方等について討議が行われた。 

（２）委員会経過 

○令和６年10月７日(月)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

国家の基本政策に関する調査を行うことを決定した。 

国家の基本政策に関する調査について合同審査会を開会することを決定した。 

 -------------------------------------------------------------------------------------- 

○令和６年10月９日(水)（合同審査会第１回） 

国家の基本政策に関する件について野田佳彦君、馬場伸幸君、田村智子君及び玉木雄一郎君が石破

内閣総理大臣と討議を行った。 



 予 算 委 員 会  

 委員一覧（45名） 

委員長 櫻井   充（自民） 

理 事 臼井  正一（自民） 

理 事 加藤  明良（自民） 

理 事 小林  一大（自民） 

理 事 中西  祐介（自民） 

理 事 宮崎  雅夫（自民） 

理 事 杉尾  秀哉（立憲） 

理 事 徳永  エリ（立憲） 

理 事 河野  義博（公明） 

理 事 金子  道仁（維教） 

有村  治子（自民） 

石田  昌宏（自民） 

猪口  邦子（自民） 

北村  経夫（自民） 

佐藤   啓（自民） 

 

田中  昌史（自民） 

中田   宏（自民） 

長峯   誠（自民） 

長谷川 英晴（自民） 

堀井   巌（自民） 

松川  るい（自民） 

宮本  周司（自民） 

山田  太郎（自民） 

山田  俊男（自民） 

山田   宏（自民） 

吉川 ゆうみ（自民） 

若林  洋平（自民） 

石垣 のりこ（立憲） 

小沼   巧（立憲） 

高木  真理（立憲） 

元  清美（立憲） 

福島 みずほ（立憲） 

水野  素子（立憲） 

秋野  公造（公明） 

三浦  信祐（公明） 

宮崎   勝（公明） 

横山  信一（公明） 

東    徹（維教） 

清水  貴之（維教） 

松野  明美（維教） 

伊藤  孝恵（民主） 

田村  まみ（民主） 

伊藤   岳（共産） 

山添   拓（共産） 

山本  太郎（れ新）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観

第214回国会において、本委員会に付託された案件はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

予算の執行状況に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 決 算 委 員 会   

 委員一覧（30名） 

委員長 佐藤  信秋（自民） 

理 事 石井  浩郎（自民） 

理 事 越智  俊之（自民） 

理 事 永井   学（自民） 

理 事 岸  真紀子（立憲） 

理 事 下野  六太（公明） 

理 事 梅村   聡（維教） 

赤池  誠章（自民） 

赤松   健（自民） 

今井 絵理子（自民） 

岩本  剛人（自民） 

太田  房江（自民） 

酒井  庸行（自民） 

高橋 はるみ（自民） 

豊田  俊郎（自民） 

西田  昌司（自民） 

森  まさこ（自民） 

和田  政宗（自民） 

勝部  賢志（立憲） 

古賀  千景（立憲） 

羽田  次郎（立憲） 

村田  享子（立憲） 

里見  隆治（公明） 

山本  博司（公明） 

若松  謙維（公明） 

石井  苗子（維教） 

串田  誠一（維教） 

竹詰   仁（民主） 

浜口   誠（民主） 

吉良 よし子（共産）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本委員会に付託された案件はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

国家財政の経理及び国有財産の管理に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 行 政 監 視 委 員 会  

 委員一覧（35名） 

委員長 川田  龍平（立憲） 

理 事 片山 さつき（自民） 

理 事 鶴保  庸介（自民） 

理 事 鬼木   誠（立憲） 

理 事 杉   久武（公明） 

理 事 音喜多  駿（維教） 

理 事 柳ヶ瀬 裕文（維教） 

理 事 倉林  明子（共産） 

青山  繁晴（自民） 

井上  義行（自民） 

石井  正弘（自民） 

磯   仁彦（自民） 

上野  通子（自民） 

江島   潔（自民） 

加田  裕之（自民） 

白坂  亜紀（自民） 

羽生田  俊（自民） 

橋本  聖子（自民） 

藤井  一博（自民） 

古川  俊治（自民） 

星   北斗（自民） 

山谷 えり子（自民） 

大椿 ゆうこ（立憲） 

古賀  之士（立憲） 

柴   愼一（立憲） 

田島 麻衣子（立憲） 

三上  えり（立憲） 

上田   勇（公明） 

竹内  真二（公明） 

竹谷 とし子（公明） 

猪瀬  直樹（維教） 

芳賀  道也（民主） 

大島 九州男（れ新） 

伊波  洋一（沖縄） 

浜田   聡（Ｎ党）

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、不適正行政による具体的権利・利益の侵害の救済を求めることを

内容とする苦情請願は、付託されなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定し

た。 

 



 議 院 運 営 委 員 会  

 委員一覧（25名） 

委員長 牧野 たかお（自民） 

理 事 清水  真人（自民） 

理 事 藤木  眞也（自民） 

理 事 渡辺  猛之（自民） 

理 事 石橋  通宏（立憲） 

理 事 熊谷  裕人（立憲） 

理 事 伊藤  孝江（公明） 

理 事 柴田   巧（維教） 

理 事 浜野  喜史（民主） 

理 事 岩渕   友（共産） 

生稲  晃子（自民） 

梶原  大介（自民） 

神谷  政幸（自民） 

古庄  玄知（自民） 

友納  理緒（自民） 

山下  雄平（自民） 

山本  啓介（自民） 

山本 佐知子（自民） 

井   章（自民） 

小沢  雅仁（立憲） 

牧山 ひろえ（立憲） 

横沢  高徳（立憲） 

窪田  哲也（公明） 

塩田  博昭（公明） 

青島  健太（維教） 

 

 

 

 

（会期終了日 現在） 

  庶務関係小委員（15名） 

小委員長 山下  雄平（自民） 

生稲  晃子（自民） 

梶原  大介（自民） 

古庄  玄知（自民） 

清水  真人（自民） 

藤木  眞也（自民） 

渡辺  猛之（自民） 

石橋  通宏（立憲） 

熊谷  裕人（立憲） 

横沢  高徳（立憲） 

 

伊藤  孝江（公明） 

塩田  博昭（公明） 

柴田   巧（維教） 

浜野  喜史（民主） 

岩渕   友（共産）

（6.10.4 現在） 

  図書館運営小委員（15名） 

小委員長 牧山 ひろえ（立憲） 

清水  真人（自民） 

友納  理緒（自民） 

藤木  眞也（自民） 

山本  啓介（自民） 

山本 佐知子（自民） 

井   章（自民） 

渡辺  猛之（自民） 

石橋  通宏（立憲） 

熊谷  裕人（立憲） 

伊藤  孝江（公明） 

窪田  哲也（公明） 

柴田   巧（維教） 

浜野  喜史（民主） 

岩渕   友（共産）

（6.10.4 現在） 

（１）審議概観

第214回国会において、本委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

一、事務総長から内閣総辞職の報告を聴いた。 

一、理事の補欠選任を行った。 

一、総務委員長、法務委員長及び議院運営委員長の辞任及びその補欠選任について決定した。 



一、災害対策特別委員会、政府開発援助等及び沖縄・北方問題に関する特別委員会、政治改革に関す

る特別委員会、北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会、地方創生及びデジタル社会の形成等

に関する特別委員会、消費者問題に関する特別委員会及び東日本大震災復興特別委員会を設置し、

委員の会派割当をそれぞれ次のとおりとすることに決定した。 

災害対策特別委員会 

自由民主党10人、立憲民主・社民・無所属及び公明党各３人、日本維新の会・教育無償化を実現

する会２人、国民民主党・新緑風会及び日本共産党各１人 計20人 

政府開発援助等及び沖縄・北方問題に関する特別委員会 

自由民主党17人、立憲民主・社民・無所属６人、公明党４人、日本維新の会・教育無償化を実現

する会３人、国民民主党・新緑風会２人、日本共産党、れいわ新選組及び沖縄の風各１人 計35

人 

政治改革に関する特別委員会 

自由民主党17人、立憲民主・社民・無所属６人、公明党４人、日本維新の会・教育無償化を実現

する会３人、国民民主党・新緑風会、れいわ新選組及びＮＨＫから国民を守る党各１人、日本共

産党２人 計35人 

北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会 

自由民主党10人、立憲民主・社民・無所属３人、公明党及び日本維新の会・教育無償化を実現す

る会各２人、国民民主党・新緑風会、日本共産党及びＮＨＫから国民を守る党各１人 計20人 

地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特別委員会 

自由民主党10人、立憲民主・社民・無所属４人、公明党及び日本維新の会・教育無償化を実現す

る会各２人、国民民主党・新緑風会及び日本共産党各１人 計20人 

消費者問題に関する特別委員会  

自由民主党10人、立憲民主・社民・無所属４人、公明党及び日本維新の会・教育無償化を実現す

る会各２人、国民民主党・新緑風会及び日本共産党各１人 計20人  

東日本大震災復興特別委員会  

自由民主党16人、立憲民主・社民・無所属６人、公明党４人、日本維新の会・教育無償化を実現

する会３人、国民民主党・新緑風会、日本共産党及びれいわ新選組各２人 計35人 

一、次の構成により庶務関係小委員会及び図書館運営小委員会を設置することを決定した後、それぞ

れ小委員及び小委員長を選任した。 

自由民主党７人、立憲民主・社民・無所属３人、公明党２人、日本維新の会・教育無償化を実現

する会、国民民主党・新緑風会及び日本共産党各１人 計15人 

なお、各小委員の変更の件については、委員長に一任することに決定した。  

一、情報監視審査会委員の辞任及び補欠選任について決定した。 

一、会期を９日間とすることに決定した。 

一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。 

○令和６年10月４日(金)（第２回） 

一、小委員長の補欠選任を行った。 

一、環境委員長の補欠選任について決定した。 

一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。 

○令和６年10月８日(火)（第３回） 

一、理事の補欠選任を行った。 

一、本会議における内閣総理大臣の演説に対し、次の要領により質疑を行うことに決定した。 



イ、日取り 10月８日  

ロ、時 間 自由民主党60分、立憲民主・社民・無所属45分、公明党30分、日本維新の会・教育無

償化を実現する会25分、国民民主党・新緑風会及び日本共産党各20分、れいわ新選組10分  

ハ、人 数 自由民主党及び立憲民主・社民・無所属各２人、公明党、日本維新の会・教育無償化

を実現する会、国民民主党・新緑風会、日本共産党及びれいわ新選組各１人 

ニ、順 序 １立憲民主・社民・無所属 ２自由民主党 ３公明党 ４日本維新の会・教育無償化

を実現する会 ５国民民主党・新緑風会 ６日本共産党 ７立憲民主・社民・無所属 ８自由民

主党 ９れいわ新選組 

一、旧優生保護法に基づく優生手術等の被害者に対する謝罪とその被害の回復に関する決議案（牧野

たかお君外11名発議）の委員会の審査を省略することに決定した。 

一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。 

○令和６年10月９日(水)（第４回） 

一、元議員故松前達郎君に対し、院議をもって弔詞をささげることに決定した。 

一、議院及び国立国会図書館の運営に関する件の継続審査要求書を提出することに決定した。 

一、閉会中における本委員会所管事項の取扱いについてはその処理を委員長に、小委員会所管事項 

の取扱いについてはその処理を小委員長にそれぞれ一任することに決定した。 

一、本日の本会議の議事に関する件について決定した。 

 

■ 庶務関係小委員会 

○令和６年８月26日(月)（第213回国会閉会後第１回） 

令和７年度参議院予算に関する件について協議を行った。 

 

■ 図書館運営小委員会 

○令和６年８月26日(月)（第213回国会閉会後第１回） 

令和７年度国立国会図書館予算に関する件について協議を行った。 

 



 懲 罰 委 員 会   

 委員一覧（10名） 

委員長 松沢  成文（維教） 

石井  準一（自民） 

岡田  直樹（自民） 

山東  昭子（自民） 

自見 はなこ（自民） 

関口  昌一（自民） 

水岡  俊一（立憲） 

山口 那津男（公明） 

礒   哲史（民主） 

井上  哲士（共産） 

 

（会期終了日 現在） 

 
 



 災 害 対 策 特 別 委 員 会     

 委員一覧（20名） 

委員長 塩田  博昭（公明） 

理 事 岩本  剛人（自民） 

理 事 加藤  明良（自民） 

理 事 羽田  次郎（立憲） 

理 事 上田   勇（公明） 

阿達  雅志（自民） 

加田  裕之（自民） 

梶原  大介（自民） 

古庄  玄知（自民） 

藤木  眞也（自民） 

堀井   巌（自民） 

宮崎  雅夫（自民） 

宮本  周司（自民） 

杉尾  秀哉（立憲） 

森本  真治（立憲） 

宮崎   勝（公明） 

嘉田 由紀子（維教） 

松野  明美（維教） 

舟山  康江（民主） 

仁比  聡平（共産） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

災害対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

閉会中における委員派遣については委員長に一任することに決定した。 



 政府開発援助等及び沖縄・北方問題に関する特別委員会  

 委員一覧（35名） 

委員長 藤川  政人（自民） 

理 事 今井 絵理子（自民） 

理 事 臼井  正一（自民） 

理 事 若林  洋平（自民） 

理 事 田島 麻衣子（立憲） 

理 事 窪田  哲也（公明） 

理 事 清水  貴之（維教） 

 青山  繁晴（自民） 

朝日 健太郎（自民） 

井上  義行（自民） 

江島   潔（自民） 

大家  敏志（自民） 

自見 はなこ（自民） 

高橋  克法（自民） 

高橋 はるみ（自民） 

中西  祐介（自民） 

本田  顕子（自民） 

松山  政司（自民） 

三宅  伸吾（自民） 

森屋   宏（自民） 

勝部  賢志（立憲） 

古賀  之士（立憲） 

塩村 あやか（立憲） 

徳永  エリ（立憲） 

水野  素子（立憲） 

秋野  公造（公明） 

河野  義博（公明） 

安江  伸夫（公明） 

猪瀬  直樹（維教） 

音喜多  駿（維教） 

榛葉 賀津也（民主） 

浜口   誠（民主） 

紙   智子（共産） 

天畠  大輔（れ新） 

良  鉄美（沖縄） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

 

〔国政調査〕 

第213回国会閉会後の７月31日～８月１日、北方領土及び隣接地域の諸問題等に関する実

情調査のため、北海道に委員を派遣した。 

10月１日、前記委員派遣について、派遣委員から報告を聴いた。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

派遣委員から報告を聴いた。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

政府開発援助等及び沖縄・北方問題対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定

した。 

 

委員派遣  

○令和６年７月31日(水)～８月１日(木) 

北方領土及び隣接地域の諸問題等に関する実情調査 

 〔派遣地〕 

北海道 

〔派遣委員〕 



藤川政人君（自民）、青木一彦君（自民）、今井絵理子君（自民）、臼井正一君（自民）、若林

洋平君（自民）、田島麻衣子君（立憲）、窪田哲也君（公明）、清水貴之君（維教）、浜口誠君

（民主）、紙智子君（共産）、 良鉄美君（沖縄）、浜田聡君（Ｎ党） 

 

 



 政治改革に関する特別委員会     

 委員一覧（35名） 

委員長 豊田  俊郎（自民） 

理 事 石井  浩郎（自民） 

理 事 佐藤  正久（自民） 

理 事 藤井  一博（自民） 

理 事 小沼   巧（立憲） 

理 事 谷合  正明（公明） 

理 事 高木 かおり（維教） 

赤松   健（自民） 

岩本  剛人（自民） 

臼井  正一（自民） 

加藤  明良（自民） 

神谷  政幸（自民） 

清水  真人（自民） 

白坂  亜紀（自民） 

鶴保  庸介（自民） 

友納  理緒（自民） 

永井   学（自民） 

宮崎  雅夫（自民） 

森屋   宏（自民） 

山下  雄平（自民） 

青木   愛（立憲） 

熊谷  裕人（立憲） 

小西  洋之（立憲） 

宮口  治子（立憲） 

森屋   隆（立憲） 

里見  隆治（公明） 

矢倉  克夫（公明） 

山本  博司（公明） 

梅村   聡（維教） 

藤巻  健史（維教） 

浜野  喜史（民主） 

井上  哲士（共産） 

山下  芳生（共産） 

舩後  靖彦（れ新） 

齊藤 健一郎（Ｎ党） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

政治改革に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 



 北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会  

 委員一覧（20名） 

委員長 松下  新平（自民） 

理 事 清水  真人（自民） 

理 事 井   章（自民） 

理 事 打越 さく良（立憲） 

理 事 石川  博崇（公明） 

赤池  誠章（自民） 

衛藤  晟一（自民） 

北村  経夫（自民） 

小林  一大（自民） 

永井   学（自民） 

山田   宏（自民） 

山谷 えり子（自民） 

川田  龍平（立憲） 

三上  えり（立憲） 

新妻  秀規（公明） 

中条 きよし（維教） 

柳ヶ瀬 裕文（維教） 

大塚  耕平（民主） 

井上  哲士（共産） 

浜田   聡（Ｎ党） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

北朝鮮による拉致問題等に関しての対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出することを決

定した。 

 



 地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特別委員会  

 委員一覧（20名） 

委員長 古川  俊治（自民） 

理 事 磯   仁彦（自民） 

理 事 山本 佐知子（自民） 

理 事 岸  真紀子（立憲） 

理 事 杉   久武（公明） 

越智  俊之（自民） 

太田  房江（自民） 

進藤 金日子（自民） 

鶴保  庸介（自民） 

友納  理緒（自民） 

長谷川 英晴（自民） 

山本  啓介（自民） 

高木  真理（立憲） 

広田   一（立憲） 

福島 みずほ（立憲） 

三浦  信祐（公明） 

東    徹（維教） 

片山  大介（維教） 

礒   哲史（民主） 

伊藤   岳（共産） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案はなかった。 

また、本特別委員会付託の請願１種類１件は、保留とした。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

請願第４号を審査した。 

地方創生及びデジタル社会の形成等に関しての総合的な対策樹立に関する調査の継続調査要求書

を提出することを決定した。 



 消費者問題に関する特別委員会  

 委員一覧（20名） 

委員長 石井   章（維教） 

理 事 神谷  政幸（自民） 

理 事 中田   宏（自民） 

理 事 石川  大我（立憲） 

理 事 伊藤  孝江（公明） 

赤松   健（自民） 

生稲  晃子（自民） 

上野  通子（自民） 

古賀 友一郎（自民） 

田中  昌史（自民） 

比嘉 奈津美（自民） 

宮本  周司（自民） 

山田  太郎（自民） 

小沢  雅仁（立憲） 

大椿 ゆうこ（立憲） 

村田  享子（立憲） 

竹内  真二（公明） 

松沢  成文（維教） 

田村  まみ（民主） 

倉林  明子（共産） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

消費者問題に関しての総合的な対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定し

た。 



 東日本大震災復興特別委員会   

 委員一覧（35名） 

委員長 野田  国義（立憲） 

理 事 石井  浩郎（自民） 

理 事 梶原  大介（自民） 

理 事 白坂  亜紀（自民） 

理 事 和田  政宗（自民） 

理 事 横沢  高徳（立憲） 

理 事 平木  大作（公明） 

理 事 石井  苗子（維教） 

磯   仁彦（自民） 

江島   潔（自民） 

太田  房江（自民） 

櫻井   充（自民） 

滝沢   求（自民） 

堂故   茂（自民） 

羽生田  俊（自民） 

橋本  聖子（自民） 

星   北斗（自民） 

三浦   靖（自民） 

宮沢  洋一（自民） 

森  まさこ（自民） 

石垣 のりこ（立憲） 

鬼木   誠（立憲） 

古賀  千景（立憲） 

柴   愼一（立憲） 

高橋  光男（公明） 

横山  信一（公明） 

若松  謙維（公明） 

浅田   均（維教） 

梅村 みずほ（維教） 

竹詰   仁（民主） 

芳賀  道也（民主） 

岩渕   友（共産） 

紙   智子（共産） 

大島 九州男（れ新） 

山本  太郎（れ新） 

（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第214回国会において、本特別委員会に付託された法律案及び請願はなかった。 

（２）委員会経過

○令和６年10月１日(火)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和６年10月９日(水)（第２回） 

東日本大震災復興の総合的対策に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 



２ 調査会審議経過  

 外交・安全保障に関する調査会  

 委員一覧（25名） 

会 長 猪口  邦子（自民） 

理 事 岩本  剛人（自民） 

理 事 越智  俊之（自民） 

理 事 吉川 ゆうみ（自民） 

理 事 塩村 あやか（立憲） 

理 事 新妻  秀規（公明） 

理 事 串田  誠一（維教） 

理 事 浜口   誠（民主） 

理 事 岩渕   友（共産） 

赤松   健（自民） 

朝日 健太郎（自民） 

生稲  晃子（自民） 

上野  通子（自民） 

こやり 隆史（自民） 

永井   学（自民） 

松川  るい（自民） 

森  まさこ（自民） 

大椿 ゆうこ（立憲） 

高木  真理（立憲） 

三上  えり（立憲） 

水野  素子（立憲） 

宮崎   勝（公明） 

金子  道仁（維教） 

伊波  洋一（沖縄） 

齊藤 健一郎（Ｎ党） 

 

（会期終了日 現在） 

調査会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

外交・安全保障に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

 



 国民生活・経済及び地方に関する調査会    

 委員一覧（25名） 

会 長 福山  哲郎（立憲） 

理 事 今井 絵理子（自民） 

理 事 清水  真人（自民） 

理 事 長峯   誠（自民） 

理 事 田名部 匡代（立憲） 

理 事 下野  六太（公明） 

理 事 中条 きよし（維教） 

理 事 伊藤  孝恵（民主） 

理 事 山添   拓（共産） 

白坂  亜紀（自民） 

田中  昌史（自民） 

堂故   茂（自民） 

友納  理緒（自民） 

長谷川 英晴（自民） 

星   北斗（自民） 

山本  啓介（自民） 

山本 佐知子（自民） 

和田  政宗（自民） 

柴   愼一（立憲） 

森屋   隆（立憲） 

竹内  真二（公明） 

三浦  信祐（公明） 

高木 かおり（維教） 

木村  英子（れ新） 

舩後  靖彦（れ新） 

 

（会期終了日 現在） 

調査会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

国民生活・経済及び地方に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 



 資源エネルギー・持続可能社会に関する調査会    

 委員一覧（25名） 

会 長 宮沢  洋一（自民） 

理 事 神谷  政幸（自民） 

理 事 北村  経夫（自民） 

理 事 藤井  一博（自民） 

理 事 宮口  治子（立憲） 

理 事 河野  義博（公明） 

理 事 青島  健太（維教） 

理 事 竹詰   仁（民主） 

理 事 吉良 よし子（共産） 

有村  治子（自民） 

井上  義行（自民） 

石田  昌宏（自民） 

磯   仁彦（自民） 

高橋 はるみ（自民） 

滝波  宏文（自民） 

船橋  利実（自民） 

本田  顕子（自民） 

青木   愛（立憲） 

鬼木   誠（立憲） 

村田  享子（立憲） 

佐々木さやか（公明） 

杉   久武（公明） 

若松  謙維（公明） 

梅村 みずほ（維教） 

藤巻  健史（維教） 

 

（会期終了日 現在） 

調査会経過

○令和６年10月９日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

原子力等エネルギー・資源、持続可能社会に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定し

た。 

 



３ 憲法審査会  

 委員一覧（45名） 

会 長 中曽根 弘文（自民） 

幹 事 臼井  正一（自民） 

幹 事 片山 さつき（自民） 

幹 事 小林  一大（自民） 

幹 事 佐藤  正久（自民） 

幹 事 井   章（自民） 

幹 事 小西  洋之（立憲） 

幹 事 元  清美（立憲） 

幹 事 西田  実仁（公明） 

幹 事 片山  大介（維教） 

幹 事 大塚  耕平（民主） 

幹 事 山添   拓（共産） 

青山  繁晴（自民） 

赤池  誠章（自民） 

衛藤  晟一（自民） 

  

加藤  明良（自民） 

梶原  大介（自民） 

古庄  玄知（自民） 

田中  昌史（自民） 

中田   宏（自民） 

中西  祐介（自民） 

藤木  眞也（自民） 

松川  るい（自民） 

松下  新平（自民） 

山本  啓介（自民） 

山本 佐知子（自民） 

和田  政宗（自民） 

若林  洋平（自民） 

石川  大我（立憲） 

打越 さく良（立憲） 

 

小沢  雅仁（立憲） 

熊谷  裕人（立憲） 

古賀  千景（立憲） 

福島 みずほ（立憲） 

伊藤  孝江（公明） 

窪田  哲也（公明） 

里見  隆治（公明） 

塩田  博昭（公明） 

浅田   均（維教） 

猪瀬  直樹（維教） 

柴田   巧（維教） 

川合  孝典（民主） 

仁比  聡平（共産） 

山本  太郎（れ新） 

良  鉄美（沖縄） 

（会期終了日 現在） 

活動概観

審査会を開くに至らなかった。 

 

 



４ 情報監視審査会  

 委員一覧（８名） 

会 長 有村  治子（自民） 

石田  昌宏（自民） 

羽生田  俊（自民） 

宮崎  雅夫（自民） 

田名部 匡代（立憲） 

牧山 ひろえ（立憲） 

石川  博崇（公明） 

串田  誠一（維教） 

（会期終了日 現在） 

（１）活動概観

10月１日の本会議で１名の委員の辞任が許可された後、新たに１名の委員が選任された。

同日、選任された１名の委員により、審査会の会議録の中で特に秘密を要するものと決議

した部分及び審査会に提出又は提示された特定秘密について、他に漏らさないことを誓う

旨の宣誓が行われた。 

 

〔調査の経過〕 

 第213回国会閉会後、令和６年７月12日に公表された防衛省における特定秘密漏えい事案

等を受け、特定秘密の管理について、政府参考人から説明を聴取し、質疑を行った。その結

果、防衛大臣に対し、特定秘密の保護に関する制度の運用について改善すべき旨の勧告を

すること及びその結果とられた措置について報告を求めることを決定した。 

 

〔調査の概要〕 

第213回国会閉会後の７月30日、特定秘密の管理について、政府参考人から説明を聴取し、

質疑を行った。その結果、防衛大臣に対し、特定秘密の保護に関する制度の運用について

改善すべき旨の勧告をすること及びその結果とられた措置について報告を求めること（「防

衛省における特定秘密の保全体制等の改善に関する勧告」）を決定した。 

 

（２）審査会経過 

○令和６年７月30日(火)（第213回国会閉会後第１回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

特定秘密の管理に関する件について政府参考人から説明を聴いた後、政府参考人に対し質疑を行っ

た。 

防衛大臣に対し、特定秘密の保護に関する制度の運用について改善すべき旨の勧告をすること及び

その結果とられた措置について報告を求めることを決定した。 

会議録の中で特に秘密を要するものについて決定した。 



（３）勧告 

 

―防衛省における特定秘密の保全体制等の改善に関する勧告― 

 

今般、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊において特定秘密の部内漏えいが多数生じたことが

明らかになった。いずれも部外への漏えいは確認されていないものの、一昨年末に公表された海上自

衛隊における特定秘密等漏えい事案以降、我が国の情報保全体制に対する信頼を著しく損なう事案が

立て続けに生じたことは極めて遺憾である。 

今般の事案は、特定秘密を知るべき立場にない隊員に対して特定秘密を漏えいしたもの、適性評価

未実施の隊員に特定秘密を取り扱わせたもの、適性評価未実施の隊員を特定秘密を知り得る状態に置

いたものであり、法の趣旨を逸脱したゆゆしき問題である。これらの事案が生じた背景には、幹部自

衛官の遵法精神の欠如、保全意識の欠落、特定秘密保護制度に関する知識の不足に加え、海上自衛隊

の艦艇に特有の執務環境を十分に考慮せず、適性評価の実施を必要とする者の範囲を見誤るといった

組織的・構造的要因が存在すると断言せざるを得ない。また上記の事案以外にも、防衛省による調査

では漏えいには至らなかったとされるものの、特定秘密の保護に係る手続上の瑕疵が多数確認され

た。さらに、厳格な情報管理が求められる漏えい事案等の調査に関する保秘情報等が対外公表前に報

道された。こうした状況を見ると、自衛隊内の綱紀の緩みを深刻に憂慮するとともに、防衛省が累次

の不適切事案の度に講じてきた保全教育等の実効性に重大な疑念を抱かざるを得ない。 

参議院情報監視審査会は、調査の結果、防衛省における情報保全体制等の改善が必要であると認め、

国会法第102条の16及び参議院情報監視審査会規程第21条の規定に基づき、防衛大臣に対し、次の事

項について措置すべきものと勧告するとともに、当該勧告の結果とられた措置について報告を求め

る。 

参議院情報監視審査会としては、本勧告を受けて防衛大臣がとる措置の工程、具体的内容及び進捗

状況について今後も継続的に監視を行う。その結果、本勧告の各事項が十全に措置されず、防衛省に

おける情報保全体制等の改善が見られないと判断した場合、その理由、要因等について、審査会にお

いて防衛省としての説明責任を果たし得ると審査会が判断する者からの説明聴取及び質疑を行った

上で、防衛大臣に対し、再び勧告を行う。 

 

１．幹部自衛官を始めとする全自衛隊員に対する特定秘密の保全に係る定期的な教育及び習得の確認

の在り方や対外的に公表していない保秘情報の取扱いを含め、防衛省・自衛隊における情報保全体

制を抜本的に見直すとともに、法律及び規範を遵守する組織風土への改善に向けて全省的に取り組

むこと。 

 

２．自衛隊の各部隊において、部隊行動の実態と特定秘密の保護措置との間に乖離が生じていないか、

徹底的に検証し、是正すること。その上で、今後生じ得るあらゆる事態を常に想定して課題を洗い

出した上で、特定秘密保護制度を所管する政府部局とともに解決策を不断に検討し、実施するなど、

能動的に取り組むこと。 

 

３．海上自衛隊の艦艇において多数の部内漏えい事案が生起したことを踏まえ、適性評価の対象者選

定に当たっては、個別の業務の特性や執務環境を十分考慮し、適性評価の実施を必要とする者の範

囲を常時適確に見極めること。 



 

４．人事部署と保全部署の緊密な連携により、職員に対する適性評価実施の有無の確認を徹底した上

で、特定秘密取扱職員を指名すること。その際、適性評価に要する期間及び特定秘密を漏えいする

おそれがないと認められた職員が他の行政機関に出向した場合の扱いに留意し、適確な措置を講ず

ること。また、適性評価の実施状況を一元的に管理する体制について、実現可能な計画に基づき速

やかに整備すること。 

 

５．特定秘密の保護に係る業務について、特定秘密保護法や関連法規に基づき適正に行われているか

どうかの確認を常時徹底すること。その上で、特定秘密の保護の状況に関する定期検査の在り方を

抜本的に見直し、漏えい等の事案を早期に認知することができる体制を整備すること。 

 

６．特定秘密の漏えいのおそれがある事案を認知した場合に、二次漏えいを防止するための保全措置

を迅速かつ適切に講じるよう、あらかじめ基本的な措置を定めた上で、省内全機関に対し徹底する

こと。 

 

７．特定秘密の漏えいのおそれがある事案等の調査が１か月を超えるなど長期化した場合、証拠隠滅

や関係者の記憶の忘却、人事異動等により全容の解明が困難となることから、内部部局、各幕僚監

部等が中心となって調査体制を整備し、計画的かつ迅速に調査を実施すること。 

 

８．今般確認された事案のほかに、特定秘密の漏えい等が生じた事例がないか、防衛省全体で徹底的

に調査すること。 

 

９．我が国の情報保全体制を万全なものとするため、防衛省が行った事案への対応を含め、特定秘密

保護の運用全般について、防衛省外からの意見も踏まえ、高い実効性を伴う取組を行うこと。加え

て、今般の事案から得られた教訓が政府全体で共有されるよう、防衛省としても必要な全ての取組

を行うこと。また、これらの取組について、審査会に報告すること。 

 

10．漏えい事案について審査会への報告までに長期間を要した事実を重く受け止め、特定秘密の漏え

いのおそれがある事案を認知した段階で速やかに報告するとともに、調査の進捗状況に応じて適時

適切に報告すること。併せて、特定秘密保護法の施行状況を国民に適切に伝えるという観点から、

対外公表についても可能な限り早期に行うこと。 

 

11．我が国の情報管理体制について、国民はもとより、同盟国・同志国からの信頼を堅持することが

重要な国益であることに鑑み、同盟国である米国及び価値観を共有する同志国の懸念を払拭するた

め、事案の内容、性質及び再発防止策が正確に伝わるよう、適切に情報提供を行うこと。 

以上 



５ 政治倫理審査会  

 委員一覧（15名） 

会 長 野村  哲郎（自民） 

幹 事 佐藤  正久（自民） 

幹 事 吉川  沙織（立憲） 

 石井  準一（自民） 

石井  浩郎（自民） 

 

片山 さつき（自民） 

自見 はなこ（自民） 

山下  雄平（自民） 

小沼   巧（立憲） 

藤  嘉隆（立憲） 

  

竹谷 とし子（公明） 

谷合  正明（公明） 

音喜多  駿（維教） 

舟山  康江（民主） 

山下  芳生（共産） 

（会期終了日 現在） 

 



 

１ 請願審議概況 

今国会に紹介提出された請願は、５件（５種類）であり、「保護観察対象者等の

個人情報保護に関する請願」、「国民負担の中止を求めることに関する請願」、

「保険料・利用料・患者負担増の中止に関する請願」、「現行の健康保険証を残す

ことを求めることに関する請願」及び「選択的夫婦別姓制度導入の民法改正に関

する請願」各１件であった。 

各委員会の付託件数は、法務２件、財政金融１件、厚生労働１件、地方デジタル

１件であった。 

請願者の総数は4,423人に上っている。 

請願書の紹介提出期限は、10月３日の議院運営委員会理事会において、会期終

了日の５日前の同４日までと決定された。 

10月９日、各委員会において請願の審査が行われたが、いずれも審査未了となっ

た。 

 

 

 

２ 請願件数表  

委 員 会 ・ 憲 法 審 査 会 本会議 

備   考 

委員会等名 付 託 採 択 不採択 未 了 採 択 

法   務 2 0 0 2 0  

財 政 金 融 1 0 0 1 0  

厚 生 労 働 1 0 0 1 0  

地方デジタル 1 0 0 1 0  

計 5 0 0 5 0 提出総数          5件 

 



 質問主意書一覧

番
号

件　　　　名 提出者
提出
月日

転送
月日

答弁書
受 領
月 日

６. ６. ６.

1 憲法第四十一条の解釈と国民の参加制度に関する
質問主意書

神谷　　宗幣君 10. 1 10. 7 10.11

2 若者の政治参加と選挙権年齢引下げに関する質問
主意書

神谷　　宗幣君 10. 1 10. 7 10.11

3 若者の奨学金負担軽減に向けた支援に関する質問
主意書

神谷　　宗幣君 10. 1 10. 7 10.11

4 中国における日本人の安全対策に関する質問主意
書

神谷　　宗幣君 10. 1 10. 7 10.11

5 オーバーツーリズム対策に関する質問主意書 神谷　　宗幣君 10. 1 10. 7 10.11

6 消費減税を検討する可能性と消費税率引下げに必
要な期間に関する質問主意書

山本　　太郎君 10. 1 10. 7 10.11

7 自衛隊による民有地での土砂撤去作業に関する質
問主意書

山本　　太郎君 10. 1 10. 7 10.11

8 米不足対策に関する質問主意書 山本　　太郎君 10. 1 10. 7 10.11

9 解雇規制に関する質問主意書 齊藤　健一郎君 10. 1 10. 7 10.11

10 石破茂首相の「原発」及び「徴兵制」についての
発言に関する質問主意書

山本　　太郎君 10. 2 10. 7 10.11

11 公益通報者保護法及び公益通報者保護制度に関す
る質問主意書

齊藤　健一郎君 10. 2 10. 7 10.11

12 日本共産党についての政府見解に関する質問主意
書

浜田　　　聡君 10. 3 10. 9 10.15

13 我が国の同性婚制度の導入に関する質問主意書 石川　　大我君 10. 3 10. 9 10.15

14 予定納税制度の廃止又は見直しに関する質問主意
書

浜田　　　聡君 10. 4 10. 9 10.18



番
号

件　　　　名 提出者
提出
月日

転送
月日

答弁書
受 領
月 日

６. ６. ６.

15 厚生労働省から事業の委託を受けている特定非営
利活動法人グッド・エイジング・エールズに関す
る開示書類が全面黒塗りとなっていること等に関
する質問主意書

浜田　　　聡君 10. 4 10. 9 10.18

16 英国上院議員が日本政府による家庭連合への解散
命令請求について英国政府の裁判事例を根拠に反
対意見を表明している件に関する質問主意書

浜田　　　聡君 10. 4 10. 9 10.18

17 自衛官募集事務に係る自治体の協力等に関する質
問主意書

浜田　　　聡君 10. 4 10. 9 10.18

18 故安倍晋三国葬儀を欠席した村上誠一郎総務大臣
による「国賊」等の発言に関する質問主意書

浜田　　　聡君 10. 4 10. 9 10.18

19 辺野古基金の寄附行為等と政治資金規正法第八条
との関係性に関する質問主意書

浜田　　　聡君 10. 4 10. 9 10.18

20 フィリピンに対する日本の技術による貢献を通じ
たＯＤＡの推進に関する質問主意書

塩村　あやか君 10. 7 10. 9 10.18

21 外国人の公営住宅への入居に関する質問主意書 浜田　　　聡君 10. 7 10. 9 10.18

22 送還忌避者のうち本邦で出生した就学年齢に達し
ていない子どもの在留特別許可に関する質問主意
書

石垣　のりこ君 10. 7 10. 9 10.18

23 ＪＲ東日本管内で発生した列車分離に関する質問
主意書

石垣　のりこ君 10. 7 10. 9 10.18

24 鎌倉市役所移転の予算執行の是非に関する監査結
果が監査委員により政治介入された可能性等に関
する質問主意書

浜田　　　聡君 10. 7 10. 9 10.18

25 名簿届出政党による寄附行為に関する質問主意書 石垣　のりこ君 10. 8 10. 9 10.18

26 安倍政権下での各種重要法案の採決を棄権してき
た村上誠一郎衆議院議員の総務大臣としての適正
性に関する質問主意書

浜田　　　聡君 10. 8 10. 9 10.18

27 レプリコンワクチン等に関する質問主意書 川田　　龍平君 10. 9 10. 9 10.18



番
号

件　　　　名 提出者
提出
月日

転送
月日

答弁書
受 領
月 日

６. ６. ６.

28 政府備蓄米の無償交付制度の対象拡大に関する質
問主意書

牧山　ひろえ君 10. 9 10. 9 10.18

29 一極集中化した首都東京の災害対策に関する質問
主意書

牧山　ひろえ君 10. 9 10. 9 10.18

30 石破派及び麻生派並びに安倍派の裏金疑惑の「新
しい事実」等を隠ぺいする裏金隠し解散に関する
質問主意書

小西　　洋之君 10. 9 10. 9 10.18

31 石破政権における昭和四十七年政府見解の中の
「外国の武力攻撃」の文言の理解等に関する質問
主意書

小西　　洋之君 10. 9 10. 9 10.18

(令和６年10月18日現在)


